
未来の軍隊
人と機械、強みが融合された 

最強ハイブリッド軍

45 巻、2 号、2020 年
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インド太平洋防衛フォー
ラムの軍事技術に関す
るエディションへ 

ようこそ。
地域の軍や国家が、国民、 

祖国、そして最終的には主権を守 
るためには、技術曲線の先を行
くことが依然として重要です。
技術が急速に進化し、伝統的な

戦闘から人道支援に至るまでの活動全般にわたって、インド太平洋
地域の軍、法執行機関、および非政府組織の準備状態や即応性に影
響を及ぼしています。 

本号では、軍事技術に関連した主要な問題を取り上げます。 
最初のシリーズの記事では、軍事利用のための技術的進歩の習得と
同調に関して、近隣の同業の競合他者が直面している課題について 
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と AI 対応マシンがそれぞれの能力を組み合わせて最適なパフォーマ
ンスを実現する共生チームで構成されるかもしれません。

次のシリーズでは、太平洋諸島の国々の法執行官が犯罪と戦う 
技術の研鑽を支援することから、マラリアの流行を特定できる最先端 
の宇宙技術を導入することまで、安全保障の分野における革新 
について取り上げます。最後に、我々の集団防災・対応能力を向上させ 
るために、軍事組織を近代化し、軍事および安全保障の進歩を共有
することの可能性および脆弱性を考察します。  

本誌が軍事技術についての地域の対話を活発にすることを願 
っています。ご意見をお待ちしております。FORUM スタッフ 
(ipdf@ipdefenseforum.com）宛に皆様のご意見やご感想をお寄せ 
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フィリップ・S・デービッドソン（P. S. DAVIDSON）
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米インド太平洋軍司令官
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寄稿者IPDF

アフマド・タウフィコエロックマン（ACHMAD 
TAUFIQOERROCHMAN）中将は、インドネシアの海上保安
機構、BAKAMLA の長官である。西ジャワ州スカブミ生まれ
で、1985 年に海軍士官学校を卒業。インドネシア海軍士官 
学校卒業後、諜報員として任命された。2011 年のミッション
で、ソマリアの海賊に船を占拠された、M/V シナル・クドゥ
ス（Sinar Kudus）のインドネシア人乗組員を解放するため、
インドネシアの紅白（メラ・プティ：Merah Putih）特別部隊

を指揮した。メラ・プティ特別部隊は、インドネシアの海兵隊と陸軍特殊
部隊（コパスカ（Kopaska）およびコパサス（Kopassus））から支援を受け
た。2011 年に将官に選出された後、タウフィックロフマン中将はインドネ
シア海軍兵学校の副知事となり、2014 年には知事、2015 年には西部艦隊の
最高司令官になった。在任中、西艦隊緊急対応部隊を創設し、マラッカ海峡
やシンガポール海峡での武装強盗の縮小に貢献した。52 ページに掲載

メアリー・マルコビノビッチ（MARY MARKOVINOVIC）氏 
は、200 5 年 5 月よりダニエル・K・イノウエ・アジアー太
平洋安全保障研究所（DKI-APCSS：Daniel K.Inouye Asia-
Pacific Center for Security Studies）の広報主任を務めている。
同研究所の広報プログラムを管理し、メディア関係、 
危機コミュニケーション、ニューメディアなどのトピックについて 
講義する非常勤講師でもある。ダニエル・K・イノウエ・ 
アジア太平洋安全保障研究センターに勤務する前は、米陸軍太 

平洋本部の広報責任者を務め、ストライカー旅団展開、イラクの自由作戦や
不朽の自由作戦、太平洋軍管理セミナー、太平洋における陸軍変革などに取
り組んでいた。46 ページに掲載

スティーブ・カチラ（STEVE KACHILLA）氏は、米陸軍太平 
洋本部（USARPAC：U.S. Army Pacific）のレッド・チーム 
のリーダーおよび戦略効果アドバイザーを務め、計画、 
運用、評価および将来構想に対する分析サポートを行う。 
フューチャー・ディビジョン・チームのメンバーとして、 
マルチ・ドメイン・タスク・フォースの試験的なプログラム 
の一環として、戦争ゲームや訓練のイベントを管理している。 
米陸軍太平洋本部に参加する前は、国防高等研究計画局

(DARPA：Defense Advanced Research Project Agency) の海軍連絡補佐官を務
め、太平洋戦域特有の防衛問題についてプログラムマネージャーやその他の
軍連絡官と協議し、国防高等研究計画局のプログラムの海軍への移行につい
て海軍の研究機関と調整した。1991 年にテキサス A&M 大学で政治学の学士
号を取得し、2005 年にハワイ・パシフィック大学で外交学と軍事学の修士
号を取得している。38 ページに掲載

ダニエル・カストロ（DANIEL CASTRO）氏は、センター・フォー 
・データ・イノベーション（Center for Data Innovation） 
の所長であり、インフォメーション・テクノロジー・アンド 
・イノベーション・ファウンデーション（the Information 
Technology and Innovation Foundation）の副理事長である。 
2015 年に、米国コマース・データ・アドバイザリー・カ 
ウンシル（Commerce Data Advisory Council）に任命された。
以前は、政府説明責任局（Government Accountability Office）

で情報技術（IT）アナリストとして勤務し、さまざまな政府機関の IT セキ
ュリティおよび統制管理を監査した。ペンシルベニア州ピッツバーグ 
のソフトウェア・エンジニアリング・インスティテュート(Software 
Engineering Institute）で客員科学者として働き、仮想訓練シミュレーショ
ンを開発し、顧客に最新の情報セキュリティツールの実践的な訓練を提供し
ました。ジョージタウン大学で外交の学士号を取得し、カーネギー・メロン
大学で情報セキュリティ技術管理の修士号を取得している。36 ページに掲載

「ForumNews」で検索し、
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地域全体の展望IPDF

特殊部隊への投資
ーストラリア政府は、国内外の安全保障上
の脅威に対する対策を強化するため、20 年
で 30 億豪ドルを支出する計画を 2019 年 8 月

に発表したが、その最初のステージとして、5 億豪ド
ル（3 億 4000 万米ドル）を、特殊部隊の能力強化の
ために支出する。

この使途には、近年、市民の安全を脅かす重大事件 
がシドニーやメルボルンで起こっているという背景
や、オーストラリアの太平洋における役割をより重要
なものにしていくという意図が反映されている。 
同地域においては、近年、中国がその影響 
をますます大きくしている。

｢今回の取り組みは、私たちの計画においてとても
重要なパートになるだろう。国防軍の能力をより高め
るための計画としては、単一のものとしては、第二次
世界大戦以降最大である。」と、スコット・モリソン
(Scott Morrison）首相は、シドニーにあるホルズワー
ジー陸軍基地で述べた。

オーストラリア政府は、2019 年 7 月、太平洋地域
の連携の強化と支援のために、新しい軍事組織を創設
すると発表した。

2019 年 8 月上旬に、豪政府の一員が中国の台頭に
対する西側の振る舞いを第二次世界大戦中のナチスド
イツの台頭に対するフランスの対応になぞらえ、中国
の大使館から非難を受けた。

｢国際的な規範や法のルールに従い、インド洋周辺
のすべての国がお互いに自由にかつ相互に関与しなが
らも、独立した主権をこの海域で持つことが、オース
トラリアにとっての国益になる。」とモリソン首相は
述べている。

オーストラリア政府は、同国が 2021 年 6 月の終わ
りまでに軍備に費やす費用が、同国の GDP の 2％ に
到達しうると述べた。トランプ米大統領は、これ
を、NATO 加盟国の支出目標とすべきだと述べた。

世界銀行のデータによると、2018 年のオースト
ラリアの軍事費は、同国の GDP の 1.89％ にあたる。
ロイター

オ

AFP/GETTY IMAGES

オーストラリア

東南アジアで 3 番目の経済大国であるマレー
シアは、国防力を高めるために既存の軍事装
備の代替えを検討しているが、新たな軍事装
備購入の支払いにパーム油を使用する可能性
について、少なくとも ６ ヵ国と協議を進め
ている。

2019 年、モハマド・サブ（Mohamad Sabu）
マレーシア国防相は「コスト捻出は難しい 
問題であるが、パーム油による支払いが軍事装 
備購入の財政的な支援となれば、国防力向上
に道が開ける可能性がある」と述べている。

モハマド国防相は、パーム油による支払い
について中国、ロシア、インド、パキスタン、
トルコ、イランと協議をしていると述べた。

｢もしも彼らがパーム油によるバーター取
引を受け入れる準備ができているならば、我々 
はそれを非常に歓迎する」とモハマド国防 
相は語った。「我々にはパーム油が有り余る
ほどある」。

マレーシアとインドネシアは、世界で最
もパーム油を産出国している 2 ヵ国であり、
世界の約 85% の供給を担っている。その多く
が食糧として使用されるが、口紅や石鹸にも
使用されている。

国防相は、新たな戦艦とは別に、マレーシア 
は長距離監視航空機、無人航空機、また高速 
迎撃船の獲得を強く希望していると話した。

計画されているバーター取引は、2019 年
に議会で検討された 10 年間の国防政策の一部 
であり、モハマド国防相は紛争中の南シナ海 
を含む海軍の防衛力強化に焦点を当てることに 
なるだろうと表明している。

｢我々はこの地域が平和で中立であり続け
ることを望んでいる」とモハマド国防相は述
べた。ロイター

軍事装備の支払いに
使用されるパーム油

マレーシア



7IPD FORUMFORUM

TE
C

H
.ジ
ェ
ン
セ
ン
・
ス
テ
ィ
ダ
ム
（

JE
N

S
EN

 S
TI

D
H

AM
）
技
能
軍
曹

/米
国
空
軍

歳出が 1.2％ 増額され、過去最高
の 5 兆3,20 0億円（504 億 8,000 万米
ドル相当）となった。これを受け
て、財務省は安倍晋三内閣による
承認に先立ち、予算案を精査する
予定である。

他国への攻撃を目的とした武器 
の保有を憲法で禁じているにも 
かかわらず、すでに世界最大の軍

事支出国の 1 つである日本は、 
過去 7 年間で軍事費を 10％ 増加さ
せている。こうした軍事費の増大
は、近隣諸国の軍備増強に対する
警戒心からくるものである。

日本の防衛省は、次の 2020 年
度に向けて、ロッキード・マー
ティン社（Lockheed Martin）
の F-35 ステルス戦闘機 9 機
を 1,156 億円で購入する要望を出
しているが、この9 機の中には今
回初めての購入となる空母用の 
垂直/短距離離着陸機(V/STOL 機） 
B 型 6 機が含まれている。新たな
ステルス戦闘機の購入により自衛
隊の活動可能範囲が拡大すること
で、日本は軍事力を誇示しやすく
なる。

防衛省はさらに、飛来する 
弾頭を宇宙空間で撃墜するための
新世代迎撃ミサイルの予算など、
弾道ミサイルに対する防衛力強化
に 1,163 億円を求めている。また、
船舶用の垂直発射装置や、現在 
設置を計画中であるミサイル追尾用 
のレーダー施設イージス・アショア 
 （陸上イージス）2 基のための資金
も要求している。ロイター

本の自衛隊は、北朝鮮
や中華人民共和国の脅
威に対抗するため、米
国製の迎撃ミサイルや

ステルス戦闘機などの装備品購入
を目的とした防衛費増額を 8年連
続で主張している。

2019 年 8 月下旬に発表された
防衛省の予算案では、2020 年度の

日
8 度目の軍事費増
自衛隊の求めるもの 

軍の連携を強める新しい役職

インドのナレンドラ・ 
モディ（Narendra Modi）
首相は、2019 年 8 月中旬
に、陸海空軍間のより強

い連携のため、国防長官の役職を
設けると発表した。
以前から、インドの防衛専門家

たちは、陸海空軍が連携して機能
するため、このような西欧諸国の
軍の構造に倣った全軍隊長官の 
役職を作るよう求めていた。
｢私たちの軍隊はインドの誇りで

す。さらに陸海空軍がより迅速に 
連携をするために、大きな決定をした 
ことを発表しましょう。インドは国
防長官を持つことになります。」
と、モディ首相は、インドの 
独立記念日である 2019 年 8 月 15 日
の演説で語った。
インドは 1947 年にイギリスから 

独立して以来、それぞれの指揮 

官によって率いられる 3 つの部 
隊によって編成されていた。 
軍をそのように編成することは、 
多くの権力が 1 人の司令官に集中
するのを防ぐために、必要な 
ことだと考えられていたからで
ある。
しかしながら、昨今、軍事作

戦は緊密に統合されており、多く
の国は 1 人の司令官が軍隊を直接
指揮したり、より迅速な意思決定
のために政府幹部に直接報告す 
るという仕組みに移行してきた。
モディ首相は、国防長官という 

役職を設置することは、軍事改革
のために必要なステップである 
と述べた。新しい指揮官は、軍事
の資金をも管理することになる。
これにより、ソビエト時代から 
使われている武器の近代化にも 
繋がると思われる。ロイター

太

日本

インド



8 IPD FORUMFORUM

テロリストの最新情報IPDF

対テロ政策
日本が
防衛強化のため
原子炉を停止

のアップグレード
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在稼働中の 
原子炉の半数
近くが、安全 
性向上のため
の政府命令
を受けて停止
する。この
ため日本の
電気事業者
は、2020 年に

液化天然ガス（LNG）と石炭の追加購入
に数億ドルの追加燃料費を支払うことに
なる。 

アナリストによれば、日本で現在稼働
中の 9 基の原子炉のうち 4 基が一時的に閉
鎖され、この間に電気事業者が、2011 年
の福島原発事故以降に導入された厳格化
されたテロ対策規則に従って必要となる
改良を行うと予想している。電気事業者
には九州電力と関西電力など、テロ攻撃
を受けた場合に、原子炉の冷却を維持し
てメルトダウン回避するため、予備の 
基地として緊急時用外部制御室の設置を
義務付けられているものもある。 

九州電力によると、日本最南端
の 4 つの主要な島々にサービスを提供
する仙台 1 号機は、2020 年 3 月 16 日
から 12 月 26 日まで停止し、2 号機
は 2020 年 5 月 20 日から 2021 年 1 月 26 日
まで停止する。電気事業者の試算による
と、890MW のユニット 2 基を停止する

と、代わりに液化天然ガスや石炭など 
の化石燃料で電力を賄う必要があり、月々  
80 億円（7,400 万米ドル）のコスト増に 
なる。これらの 2 基は、日本の原子力産業 
の停止につながった 2011 年の原発事故後、
強化された規制下で再稼働した最初の 
発電設備である。

2019 年 10 月の決算発表の記者会見で
九州電力の幹部は「原子力発電に代え
て、新規に建設した 1,000MW の石炭 
火力発電所松浦2号を利用する計画です。」
と述べた。代替燃料の正確な組み合わせ
は、需要や燃料価格などさまざまな要因
に左右されると語った。 

日本の原子力規制委員会は、新しい 
安全対策の実施期限を厳格に定めている。 
九州電力は 2019 年に期限延長を求めていたが、
これが受け入れられず、一時停止を余儀
なくされた。 

大阪、京都、および周辺の工業地域に
電力を供給する関西電力では、高浜第3号
および第 4 号原子炉のバックアップ基地の
建設の期限がそれぞれ 2020 年 8 月と 10 月
となっている。関電の広報担当者は 
 「工事のスピードアップを図っている」 
と述べているものの、期限に間に合わせる
ために、原子炉の運転を一時停止する必要
があるとアナリストは予測している。 

ウッド・マッケンジー社（Wood 
Mackenzie）の主席アナリスト、ルーシ
ー・カレン氏（Lucy Cullen）は、関電
が 2020 年に高浜原子炉を閉鎖すると予測
しており、原子力発電の損失が石炭、 
液化天然ガス、さらに石油との組み合わせ 
で補填されると考えている。石炭とガス
火力の両方による発電が可能であれば、
原子力発電の代替燃料は、最終的に相対
的な燃料経済に基づいて決定されると 
カレン氏は述べる。「既に液化天然ガスの
契約があれば（電力会社には）液化天然
ガスを使用することが望まれますが、 
一時的に追加で液化天然ガスを調達する
必要があるなら、石炭の方が一般的に経済
的です。」とカレン氏はコメントして 
いる。 

2020 年は、日本の液化天然ガスと 
一般炭の輸入の減少傾向を容易に覆すほど
の影響を与えるだろう。カレン氏による
と、日本の液化天然ガス輸入は 2018 年か
ら 2019 年にかけて 5% 減少し約 7,800 万ト
ンとなるが、4 基の原子炉が閉鎖される
こともあり、2020 年の液化天然ガス需要
は 7,900 万トンまで若干の回復を見せるだ
ろうと予測している。 

東京理科大学エネルギー学の橘川武
郎教授 によると、仙台と高浜における
4基の原子炉が停止を予定している一
方、2020 年に再稼働する新しい施設は
ないという。「稼働中の原子炉が 9 基か
ら ５ 基に減少する一方、新たに再稼働 
される原子炉がないため、日本の天然ガス 
と石炭の輸入量は来年増加するでしょ
う。」と、橘川教授は語っている。ロイター

日本九州電力の仙台発電所で 
原子炉を監視するオペレータ。 

左: 潜在的なテロ攻撃に対する防衛強化のため
停止されている日本の ４ カ所の原子力発電所
のうちの１つ、九州電力の仙台原子力発電所。

現

AFP/GETTY IMAGES
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インド太平洋

宇宙探査・防衛協力でより大きな役割を
果たす地域
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インド太平洋沿岸地域の国々が、宇宙開発に
躍起になっている。インドと日本が、中国の
成長能力に追いつくために急ピッチ 
で進めている宇宙開発計画が、新たな科学 

の進歩を切り開いているのだ。技術進歩が著しい 
この時代、これらの地域では様々な宇宙計画が行われ、 
探査機を小惑星や月の裏側に着陸させている。そして
今、火星と近世への新たなミッションが計画されてい
る。軍事システムや民間通信による宇宙技術への依存
度が高まる中、インド太平洋地域の科学者と技術者 
たちは、かつて大国ロシアと米国だけの領域であった宇 
宙開発を加速させている。近年では中国が第三の宇宙
大国としての地域を確立している。

日本の探査機はやぶさ 2 は、小惑星りゅうぐうに 
着陸し、2019 年7月に最後の集石作戦を完了した。宇宙 
航空研究開発機構（JAXA）によると、探査機の再投入
カプセルは、2020 年後半に、サンプルを積んでオース
トラリア南部のウーメラ立ち入り制限区域に着陸し、
地球に帰還する予定だという。

日本チームは、小惑星に穴をあけ、そこにできたク
レーターに探査機を着陸させた。科学者たちは、サン
プルが太陽系の起源の手掛かりになることを期待して
いる。「はやぶさは、まるで私たちの心を読んでいる
かのようでした。すべてがうまく進み、完璧以上の 
出来でした」。JAXA の久保田孝研究総主幹は CBS ニュ 
ースにこう語っている。

一方インドでは、探査機チャンドラヤーン2号で
月面着陸に挑んでいるが、2019 年の 9 月から連絡が
途切れている。これに挫けず、インド宇宙研究機関
(ISRO）はさらに野心的な次の計画を持っていると
述べた。インドは、イギリス独立後 75 周年を迎え
る 2022 年 8 月 15 日を、3 名のインド人宇宙飛行士 
「ガガナウター」を初めて軌道に載せる日とすること
を目標としている。「インドが計画を有人宇宙飛行
(manned spaceflight）ではなく、人類宇宙飛行（human 
spaceflight）、と呼ぶのは女性を送る予定だからです。」 
と、ニューデリー・テレビ（New Delhi Television）の
科学編集者パラヴァ・バグラ（Pallava Bagla）氏はフォ
ーブス誌に語った。

おそらく、ISRO が最も誇りとする瞬間は、 
2013 年 11 月の火星探査計画の打ち上げだろう。探査
機マンガルヤーンは 2014 年、火星周回軌道に載ること
に成功した。サンスクリット語で火星の乗り物を意味
するマンガルヤーンは、980 枚もの火星の写真を収め
た。2016 年にはそのうちの 1 枚が ナショナルジオグラ
フィック誌の表紙を飾った。バグラ氏は Forbes 誌に、
インドは火星への再旅行を計画しており、おそらく地
上に着陸する試みだと明かした。さらに、金星の表面
の大気を研究するために探査機を送るための準備を進
めているという。

インドと中国はともに、独自の宇宙ステーションの
建設を計画しており、2019 年7月には中国が月の裏側
に無人探査機を着陸させている。月面の衝突クレータ

ーを探索しているときに、無人探査機はある物質を 
発見した。中国公式声明によると、それは変わった色の 
 「ジェル状」の物質だという。この発見は科学者らを 
質問の渦に巻き込んだが、決定的な結論はまだ出てい
ない。space.comのレポートによると、一部の研究者は
物質は月面に衝突した隕石によって生まれたガラスの
溶融物である可能性を示唆した。

インド太平洋地域では、宇宙開発に取り組む国が増
え続けている。オーストラリア戦略政策研究所の2019
年6月のレポートによると、オーストラリア、 
バングラデシュ、インドネシア、マレーシア、 
ニュージーランド、北朝鮮、フィリピン、シンガポール、 
韓国、タイ、ベトナムがいずれも積極的に宇宙開発を
進めているという。 

 「小型衛星を国産化する傾向は、この地域全体で見ら
れます。」と報告書は述べている。「インドネシア、 
マレーシア、ニュージーランド、フィリピン、 
シンガポール、ベトナムのすべての国々が、宇宙技術の
開発に取り組んでおり、二国間および多国間の協力が、
宇宙科学技術の急速な進歩の原動力となっています」。

脆弱な国境
科学が進歩する度に、新たな脆弱性も露呈している。 
「我々は太陽に依存するのと同様に、衛星に依存し
ているも同然だ」。ジム・クーパー（Jim Cooper）
米下院議員は、戦略国際問題研究センター（CSIS）
が 2019 年 4 月に発表した宇宙の脅威に関するレポート
の序文でこのように語っている。「衛星はもはや、 
テレビ、インターネット、遠距離通信、エネルギー、 
貿易、金融ネットワークの機能を可能にするために決し 
て欠かせないインフラである」。

このような圧倒的な依存度の高さから、宇宙技術
は軍事的優位性を発揮したい国々にとって格好のター
ゲットとなっている。中国は、新型の衛星攻撃兵器
を 2013 年 ５ 月に打ち上げているが、米国の専門家に

太

インドは 2018 年 12 月に軍事通信衛星を
アンドラ・プラデーシュ州の基地から軌道に投入。

AFP/G
ETTY IM

AG
ES



12 IPD FORUMFORUM

よるとこのシステムは、軍事通信、ミサイル警告シス
テム、GPS に影響を与える高度に達する可能性がある
という。中国の衛星攻撃兵器は 2007 年 １ 月、老朽化
した気象衛星を破壊し、宇宙ゴミを大量に発生させた
ことで国際的な非難を浴びた。それにもかかわらず、
同システムの実験を続けている。この衛星の破壊によ
り、3000 以上の追跡可能な破片と、数千以上の追跡 
できない微粒子が発生した。インドは 2019 年 ３ 月、 
敵対国の衛星を撃ち落とすことができると実証するため 
に、自国のマイクロサット R 衛星を撃墜し、衛星攻撃
兵器の実験を行った 4 番目の国となった。

宇宙の軍事化は衛星攻撃兵器だけに留まらない。 
2018 年、中国がミサイル防衛などに使用される高感度
宇宙センサーの機能を妨害する、指向性エネルギー 
兵器の技術開発を進めていると米情報当局からの報告が 
あったと、CSIS のレポートが示した。またレポート 
では、中国軍内の電子線部隊は「日常的に複数の通信
システムやレーダーシステム、GPS 衛星システムに 
対して実践演習での妨害・対妨害作戦を行っている」
と述べている。さらに、中国は衛星技術を標的にできる 
高度なサイバー技術の能力があると付け加えられて 
いる。

一方北朝鮮も、宇宙基盤技術を破壊するためのサイ
バー・電子戦の能力を構築している。在韓米軍のヴィ
ンセント・ブルックス（Vincent Brooks）司令官（当
時）は 2018 年 3 月の議会証言で、北朝鮮のよく組織化
されたサイバー部隊はおそらく世界最高水準にあると
述べている、と CSIS の報告書は指摘している。北朝鮮 
はサイバー戦要員を 2013 年の約 3,000 人から 2015 年
には 6,000 人に倍増させた。北朝鮮のサイバー犯罪者

は 2014 年 11 月、ソニ
ー・ピクチャーズエン
タテインメントを攻撃
し、内部通信を盗み出
して公開している。

さらに、宇宙システムに対する電子上での攻撃を頻
繁に行っている。CSIS の報告書によると、このシステ
ムの有効半径は 50～100㎞ であり、北朝鮮が韓国に対
して GPS 妨害を繰り返し行っていると伝えている。

こうした軍事衛星システムや民間衛星システムへの
潜在的な脅威が、この地域で看過されているわけでは
ない。インド太平洋の近隣諸国は、特に中国の宇宙開
発への取り組みに対抗するために協力し始めている。

著名な研究者で、ニューデリーのオブザーバー 
研究財団で核兵器・宇宙政策戦略の責任者を担う 
ラジェスワリ・ピライ・ラジャゴパラン（Rajeswari 
Pillai Rajagopalan）博士は、「中国の莫大な開発能力は、 
他のアジアのどの国も単独では対抗できないことを意味 
している」と示している。

 「これは、インド、日本、オーストラリア、その他 
の国々の間で新たな連携を促すのと同様に、多くの国
々による宇宙空間での協力にもつながっています。 
これらの国々はすべて、中国の開発能力や宇宙空間での 
行動に、共通の懸念を抱いています」と、 
ラジャゴパラン氏は 2019 年 8 月の日経アジアンレビュー 
に寄稿している。

例えばインドと日本について「国としても重要度 
の高い宇宙計画を持っているにもかかわらず、それ以上に 
協力をしています」（ラジャゴパラン氏）という。 
2017 年に各国は正式に協力強化の重要性を確認し、 

2019 年 7 月 2 日、インドの探査
機チャンドラヤーン 2 号は月面探
査車の着陸ミッションのために旅
立った。 
インド宇宙研究機関
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将来的には共同で月面ミッションを実施する予定だ
と各国の宇宙機関は表明している。これらの国々
は、2019 年 3月に初めての宇宙安全保障対話を開催 
した。

ISRO と JAXA の代表者は、東シナ海、南シナ
海、インド洋における監視と海域認識について議論
し、Financial Express Online によると、宇宙関連の規
範や宇宙の安全保障についても話し合われたという。

宇宙協力 
このように、宇宙協力の必要性の認識は高まってお
り、地域を超えて広がっている。約 9 年の歳月を経
て、国連の委員会は 2019 年 6 月、宇宙の長期的な持続
可能性に関する21の新しいガイドラインを正式に承認
した。国連宇宙空間平和利用委員会（COPUOS）の
加盟国 92 ヵ国が、行動規範やベストプラクティスに
ついて署名した。

 「これはおそらく過去 10 年間の COPUOS の中で最
も重要な成果であり、宇宙の持続可能性を推進するための 
重要な一歩です」と、セキュアワールド財団の 
エグゼクティブディレクターであるピーター・ 
マルティネス（Peter Martinez）氏は、2019 年 6 月に 
開催された同団体の宇宙持続可能性サミットの 
開会挨拶で述]べた。

ガイドラインには、宇宙物体の登録の強化、 
他国・機関との連絡先情報や宇宙状況認識データの 
共有、衛星の追跡性を高めるための設計、宇宙気象デー 
タや予報の共有、制御されない大気圏再突入のリスク
への対応などの呼びかけが含まれている。

すでに多くの連携が行われている。例えば、 
米戦略司令部（USSTRATCOM）は 2019 年 4 月、 
ルーマニア宇宙庁との間で 100 件目の宇宙状況認識協 
定を締結した。この協定は、宇宙活動における開放
性、予測可能性、透明性を醸成するためのものであ
る。その多くは民間事業者との間で結ばれている
が、USSTRATCOM はオーストラリア、日本、ニュ
ージーランド、韓国、タイを含むインド太平洋地域
の 20 ヵ国と宇宙協定を結んでいる。

潜在的な敵対国が宇宙を兵器化する懸念とは別
に、衝突を避けるために必要な交通整理も壮大な課題
である。ブルームバーグのオピニオンコラムニスト、
アダム・ミンター（Adam Minter）氏が 2019 年 9 月の
記事でまとめたように、人類は 1957 年以降少なくと
も 9000 個の人工衛星を軌道に打ち上げており、現在
も約 5000 個の人工衛星が軌道上に残っている。 
「そして、衛星は地球を周回する人工物のほんの一部
に過ぎない」とミンター氏は示している。アメリカ 
空軍が追跡している 19,000 個の追加の宇宙ゴミには、

宇宙衝突の破片や古いロケット部品が含まれている。
それは、空間の民主化による現実のほんの一部で

ある。より安価な小型衛星技術の登場により、多くの
小国が宇宙探査に乗り出し、宇宙環境の渋滞化に拍車
をかけている。国連の措置で定義されたベストプラク
ティスには拘束力はないものの、より協調的で混雑の
少ない宇宙の未来への希望を託している。

「宇宙の民主化が進むにつれ、宇宙を持続可能

なものにする責任と必要性が生じてきます」。
元米国航空宇宙局国際法顧問のロビン・フランク
（Robin J. Frank）氏は、spacewatch.global. の意見書
の中で主張する。「プレイヤーが増えれば、自然
と打ち上げの調整が増え、追跡対象が増え、回避
すべき破片が増え、重要なシステムが危険にさら
されることになる。

宇宙の持続可能性を達成するためには、世界 
的な努力が必要」とロビン氏は述べる。またこの
ような環境を実現するために、「宇宙空間の物体
のカタログ化、宇宙ゴミの発生を抑え、関連する
運用データを共有するなどの取り組みが必要で
す。持続可能な環境とは、現在のプレーヤーが 
最小限の混乱で活動を継続できることを意味し、
新たに宇宙に進出する国や企業による、将来的 
な宇宙領域へのアクセスを保証することになる 
のです」と提言する。o

探査機はやぶさ ２ が小惑星に着陸したことについて語る JAXA の久
保田孝研究総主幹は、AFP/GETTY IMAGES

宇宙の民主化が進む中で、宇宙を持続可能なもの
にする義務と責任が生じるようになる」

~	ロビン・フランク氏 元米国航空宇宙局国際法担当副総領事



FORUM イラスト

島々との
連携
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新たな脅威が、人里離れた太平洋諸島の家々
に、高速インターネットの到来とともに到達する
中、2019 年 10 月、ミクロネシア連邦（FSM）の警察官
がハワイのホノルルに集結し、米連邦捜査局（FBI） 
のベテラン捜査官とともに犯罪と闘う技術を磨いた。
この訓練は、太平洋諸島の国々を連携させるために 
米国が行う、より広範な支援プログラムの一環であった。

チューク、コスラエ、ポンペイ、ヤップの各州から
来た 20 人の警官は、証拠収集、犯罪現場の写真撮影、
証拠の包装とラベリング、犯罪現場の写生、遺留指紋
の収集に没頭した。この訓練には、銃器の使用法や 
実弾射撃訓練も含まれており、2019 年 10 月 8 日～18 日、 
ハワイ大学構内のイースト・ウエスト・センター 
およびハワイ海兵隊基地で行われた。

それは米国による太平洋諸島の国々との連携努力の
1つであった。 

FBI ホノルル事務所のブライアン・D・デュシェン
ヌ（Bryan D. DuChene）副管理責任特別捜査官は、 
「連邦捜査局は常に外国政府機関に手を差し伸べ、訓練
を提供している。しかし、特にこの担当分野に関して
は、ミクロネシア連邦の警官等は熟練していないと 
当局は感じている」とし、「事件の良好な扱い方、最善 
の証拠入手方法、成功裏に訴追に繋げる方法に関する
研修を提供している」と話している。

死者 4 人、負傷者17人が発生したカリフォルニア州
ギルロイ市のフェスティバルにおける 2019 年の銃乱射
事件、死者 3 人、負傷者 187 人を出したサンフランシ 
スコ国際空港における 2013 年のアシアナ航空着陸失敗事故、 
3 人が死亡し、数百人が負傷した 2013 年のボストンマラソン 
爆弾テロ事件など、連邦捜査局の訓練指導者等は 
世界で最も破壊的な数々の事件に関与している。 
FBI サンフランシスコ事務所の証拠収集担当上級幹部
は、証拠収集は単独で行うものではないと警官等に 
注意を促している。同幹部の説明によると、法廷で 
に対して異議が唱えられた場合、警察側には確証 
のための情報が必要となるためである。同幹部は、
「2 人揃っていなければ何も収集してはいけない。 
被疑者側に対して単独で立ち向かわなければならない
立場になるべきではない」と説明している。

ミクロネシア連邦の警官等は、貴重な洞察を得たと
述べている。「犯罪現場における証拠収集と証拠保存
方法を学んだ」と言うコスラエ州警察のダニー・ジョ
ー（Danny Joe）警官は、「非常に有意義だった」と語
っている。

ポンペイのミクロネシア連邦国家警察で働く警察官
歴 19 年のダーニー・フィリップ（Darney Phillip）大尉
は、諸島では米連邦捜査局が経験したような大規模な
銃撃や暴力犯罪は見られないが、人身売買が増加して
いると述べた。漁船で働く人員が少女等を誘拐して風
俗への従事を強要する事例もある。同大尉は、「今回
の訓練で習得したことを自国での業務に活かしたい」
と述べている。

ミクロネシア連邦国家警察の警察官歴 7 年のケニ
ー・オビスポ（Kenny Obispo）氏は、米連邦捜査局
が説明した犯罪のセンセーショナルな性質に魅了され
た。「私たちが働く場所は非常に辺ぴで平和な場所
だ」とオビスポ氏は言う。「殺人事件はそれほど多く
ない。主な犯罪は強盗やその類のものだ。」彼は、 
この訓練を好きになった仕事に更に活かしたいと語っ
た。「最初は警察の仕事を良く分かっていなかった
が、ただ仕事が必要だった」とオビスポ氏はコメント
している。「しかし私が警察官として働き始めて、 
国に仕え、平和を守ることに誇りを持っている。」

ホノルルで実施された今回の警察官訓練は、機関間
の良好な協力体制を実証するものとなった。1960 年に
米議会が設立した研究教育センターであるイースト・
ウエスト・センターが施設を提供した。 

ハワイ海兵隊基地で銃器訓練に参加するミクロネシア連邦の警察官 

FBI ホノルル

—ケニー・オビスポ、ミクロネシア連邦国家警察官

「最初は警察の仕事を良く分かっ
ていなかったが、ただ仕事が必要
だった。「しかし警察官として働
き始めて、国に仕え、平和を守る
ことに誇りを持っている。」

太平洋地域における米国の広範
な支援活動としての FBI 訓練
FORUM スタッフ
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太平洋諸島と米国の指導者が相互
に連携する重要な方法の 1 つは、太平
洋諸島フォーラム（PIF：Pacific Islands 
Forum）を介することである。離島の 
指導者たちは、共通の課題と機会について
議論するフォーラムが必要であること
に 50 年前に気づき、太平洋諸島フォーラ
ム（以前は南太平洋フォーラムと呼ばれ
ていた）を 1971 年に設立された。
相互貿易目標についての議論からオー

ストラリアの最近の山火事への対応に至
るまで、太平洋諸島フォーラムは、諸島
の指導者たちが共通の利害のために団結
する場を作った。フォーラムは、フィジ
ーのスバに本部が置かれ、オーストラリ
ア、クック諸島、ミクロネシア連邦、フ
ィジー、仏領ポリネシア、キリバス、ナ
ウル、ニューカレドニア、ニュージーラ
ンド、ニウエ、パラオ、パプアニューギ
ニア、ソロモン諸島、マーシャル諸島、
トンガ、ツバル、バヌアツ、西サモアが
参加している。
太平洋諸島フォーラムは、設立か

ら 2 年後、経済問題を専門に扱う事務局
を設立した。南太平洋経済協力局は、 
貿易、観光、運輸および経済開発に関する
協力を促進する。良好な統治も重要な点
である。2000 年、太平洋諸島フォーラ
ムの指導者たちは、肌の色や信条、性別、
政治的信条、人種を問わず、開かれた民
主的な政府および市民の平等な権利を推
進するための原則を定めた「ビケタワ宣
言」を採択した。
太平洋諸島フォーラムは、各国首脳 

と年次会合を開催している。会合の後、
カナダ、欧州連合、フランス、日本、 
マレーシア、フィリピン、中国、韓国、
英国、米国等の域外国との間で閣僚級の
対話が開催される。

FORUM スタッフ

フォーラム
離島が相互に
世界に届くよう援助

米国国防総省と米連邦捜査局が資金を提供したこの 
訓練は、諸島への経済支援を強化しようとする米国 
の多くの取り組みの 1 つである。2019 年 9 月、ニュー
ヨークの国連総会で諸島の指導者たちと会談した 
マイク・ポンペオ（Mike Pompeo）米国国務長官は、
約 70 億円（6,500 万米ドル）の新規援助を発表した。
米国は 2019 年の第 50 回太平洋諸島フォーラムで、既
に約 39 億円（3,650 万米ドル）の追加支援を申し出て
いる。援助は、サイバー容量の向上、開発援助、 
ブロードバンド接続、違法漁業の撲滅、より良い海上安全 
保障および良好な統治のイニシアティブの確立等の 
プロジェクトに向けられる。開発段階はそれぞれに異な 
るが、諸島の多くはブロードバンド構築に取り組んで
いる。

経済援助に加えて、ポンペオ氏は 2019 年 8 月、重要
な国家安全保障協定を更新するための交渉がすでに進
行中であると発表した。2024 年まで失効しない自由連
合盟約の条項の下で、米軍はミクロネシア連邦、 
マーシャル諸島、パラオの領空および領海を排他的 
に利用でき、諸島は財政援助と安全保障を受ける。

—米国国防長官マーク・エスパー（Mark Esper）氏

「米国とミクロネシアの安全保障
関係は継続して非常に緊密であ
り、さらに緊密になることと期待
している。」

マイク・ポンペオ米国国務長官の飛行機が 2019 年 8 月ポンペイ国際
空港に到着。米国務長官として初めてミクロネシア連邦を訪問した
ポンペオ氏。

ロイター

16 IPD FORUMFORUM
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ミクロネシア連邦

FORUM イラスト

ポンペイ

コロニア

アロカプ

タムロヒプック

パリキール

コスラエ

タフンサック

マレム
トフォール

ユトワ・マ

ヤップ

コロニア

ワニーアン

ワニード

ガクナクン

ラヌ

カニフ

マガックギル

チューク

ウェノ

ミクロネシア連邦

ヤップ
チューク

ポンペイ

コスラエ

グアム

パラオ

ソロモン諸島

パプアニューギニア

東ティモール

マーシャル諸島

キリバス

フィリピン

インドネシア政府

太平洋

ポンペオ氏は米国国務長官として初めてミクロネ 
シアを訪問した。今回の訪問は、中華人民共和国 
 （中国）による影響力拡大が推し進められる中、近年、
諸島の国々の戦略的重要性が高まっていることの現れで 
ある。同氏は 2019 年 8 月、ポンペイで記者団に対し、 
「本日私は、米国があなた方の主権、安全、自由と平和
の中で生きる権利を守る支援をすることを確約しに 
来た」と述べた。「米国が同盟約更新に関する交渉を
開始したことをお知らせできることを嬉しく感じて
いる...太平洋の再定義を試みる中国の努力を物ともせ
ず、民主主義を維持する必要がある」と語っている。 

接続性の向上により進歩がもたらされると同時に、
サイバー犯罪や児童ポルノなどの新たな脅威も 
発生するため、連邦捜査局は同諸島の警察能力を確立
するために継続的に支援を提供してきた。2019 年7月、 
ミクロネシア連邦が主催した人身売買対策会議では、
連邦捜査局の捜査官が協調体制構築のベストプラクテ
ィス、地域社会の意識を高める方法、人身売買事件の
訴追方法について講演を行っている。

こうした多重の連携は、2019 年 10 月に米国国防総省 
でミクロネシア連邦のデビッド・パヌエロ(David Panuelo） 
大統領がマーク・エスパー米国国防長官と会談 
した際に締めくくられた。「米国とミクロネシアの 
安全保障関係は非常に緊密であり続けており、 
さらに緊密になることと期待している」と記者会見で
エスパー氏はコメントしている。「私たちはあなたと
議論したように、米軍に仕える多くのミクロネシア 
国民を誇りに思っている。一人当たりどこよりも 
高い割合いです。これは注目すべきことだ。」

パヌエロ氏は、この戦略的パートナーシップは共通
の価値、すなわち、主権、法の支配、地域の安全の 
象徴であると述べた。「私たちはそれを誇りに思ってい 
る」とパヌエロ氏は言う。「私たちは、国民1人当たり
最も高い割合いで米軍に仕えていることを誇りに誇り
に思っており、緊密な関係で私たちが享受している両
国間の同盟も誇りに思っている。」o

米軍に仕え戦死したミクロネシア兵の追悼式に出席するマイク・ポ
ンペオ米国国務長官とデビッド・パヌエロミクロネシア連邦大統領
ロイター
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基本 
立ち返る

へ 

ニュージーランド西海岸において自らの技能と知識
を試す同国陸軍の歩兵訓練生ニュージーランド防衛軍
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米海軍兵学校のその教室では、
約 25 人の海軍士官候補生が天体
航法に関する必修科目を受講して
いた。

ナショナル・パブリック・ラ
ジオ（NPR）のある放送で明かされたところ
によると、教官であるダニエル・ステイトン
(Daniel Stayton）大尉はその講義で「星を使っ
て自分が地球上のどこにいるのか判断したこと
がある人は手を挙げてください」と問いかけた
という。

すると質問に対して 1 人の若い士官候補生 
が恐る恐る手を挙げたほか、もう 1 人の候補生
が手をあげるのを躊躇っている様子だった。 
残りの候補生がどうしていたのかというと、 
星や六分儀を使ったことがあると答えることが
できず、黙って座ったままであったという。 
海軍士官候補生であり、講義に参加していた 
オードリー・チャンネル氏（Audrey Channell） 
は NPR でこう語っている。「確かに、昔は 
航海に星を使っていたと聞いたことはありました 
が、まさか自分が使うことになるとは思ってい
ませんでした」

次世代の船員と兵士の訓練を担当する上級
将校は、テクノロジーに不具合が発生した場合、 
つまり、バッテリーが上がってしまったり、 
ハッキングされてしまったり、システムが 
ダウンしてしまったりした場合にも、部隊が 
任務を遂行できるようにしておくことが必要 
だと考えている。

このテーマについては、2019 年 5 月にハワイ 
で開催された LANPAC（Land Forces of the 
Pacific）シンポジウムおよび博覧会において、
「軍事の近代化が兵士の基礎的な技能に及ぼす
影響（Effect of Force Modernization on Basic 
Soldiering Skills）」と題したパネルで日本、 
ニュージーランド、米国の陸軍訓練士たちが 
論じている。

 「近代化に際しては、訓練基地から人々の
技能向上のための施設までを含んだ、全体的
な近代化が必要になるのです。From training 
bases, to facilities to people skills. 近代化とは、
決して道具に限った話ではないのです」米国
陸軍資材部隊の上級曹長ロジャー・マンスカ
ー氏（Rodger Mansker）は LANPAC でそう語
った。 

近代化を可能にするのは、マルチドメイン 
・オペレーション（MDO）の考え方（クロ
スドメイン・オペレーションとしても知られ
ている）である。マンスカー氏いわく、兵士
に MDO を活用する能力がなければ、テクノロジー 
は役に立たない。

また同氏は、「技能を正しく身に着けた兵士 
がいなければ、近代的な物資も単に装備品の 
1 パーツに過ぎません。能力的に使いこなせな
いのであれば、古いものを買った方がよいので
はないでしょうか。」とも述べている。

LANPAC のパネリストたちは、近代化は兵士 
の基本技能習得を助けるものでもあるべきだ 
と論じている。何が基本を構成するのかについ
ては、所属する軍の支部、部隊、そして多くの
場合、任務によっても異ってくる。

ニュージーランド陸軍令状将校のクライブ 
・ダグラス氏（Clive Douglas）は、彼の部 
隊の兵士たちにとっての基本とは、規律、リー
ダーシップ、コミュニケーション、射撃と殺傷
術の訓練であると言う。同氏によれば、「どの
軍隊でもそれは変わりませんが、その基本をど
のようにテクノロジーと融合させるかについて
は、それぞれ違いがあります」

軍事訓練士はテクノロジーに依存しない 
技能を重視 FORUM スタッフ

タイでのコブラ・ゴールドの一環として行われたジャン
グルでのサバイバル訓練中に摩擦を利用して火を発生さ
せるタイ王国軍兵士と米国陸軍の軍曹
デイビッド・N・ベックシュトローム（DAVID N. BECKSTROM）二等軍曹/米国陸軍
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中核となる考え方
日本の陸上自衛隊（JGSDF）の新人には、テクノ
ロジーを利用する前に、初歩的な道具を使って 
訓練するだけの人もいる。例えば陸上自衛隊のレン 
ジャーは、GPS ではなく紙の地図やコンパスを使
っている。 

「GPS を使わずに、または GPS が使えないこ
とを前提として、基本的な地図やコンパスを使っ
た陸上行軍能力を訓練しています」と、高橋氏
は LANPAC で語っている。「このようなトレーニ
ングを行うことで、方向感覚が養われ、方角や、
森の中や他の様々な地形での行軍のような、本質
的な概念を身につけることができます。地下施設
では多くの無線機が接続を維持しづらいため、 
アドホック中継装置を大量に設置したり、硬い線を 
使用したりすることの有効性を検証しました。 
また、いざというときにコミュニケーションを維持 
する代替手段として、手や腕を使った合図を試す
こともあります」

陸上自衛隊には、高橋氏が言うところの「独自
の訓練コース」（「準備コース」と言われる集中
訓練のこと）がある。

陸上自衛隊の候補生は、新しい訓練コースに入
る前に自分の部隊で準備コースに参加し、分隊や
小集団をどのように指揮するかについて反復的に
集中して学ばなければならない。そうして自信と
基礎的なスキルを身につけたら、候補生たちは 
初等訓練課程に進むことができる。 

高橋氏は次のようにも述べている。「陸上自衛
隊に入隊して 35 年が経ちますが、訓練の核は変わ

っていません。与えられた任務を成功させるため
には、すべての NCO（下士官）と隊員が、戦闘
に関する技能や知識の基礎・基本を習得すること
が重要です。このような反復的な訓練の積み重ね
が、後に大きな差となり、機敏さ、知性を兼ね備
えているという強さとなるのです」

最新の技術を手に入れる余裕のないインド太平
洋地域の国々は、基礎的な技能に長けている国が
多く、敏捷性と適応性という点では有利であると
も言える。例えば、タイのようにジャングルでの
戦闘訓練が日常的に行われている国がその1つで 
ある。 

ジャングルで培われたスキル
タイの海兵隊は、ジャングルで遭遇する可能性の
ある野生動物たちをどのように捕獲し、殺すの
か、またどのように相手から生き延びればよいの
かについて、他の部隊員に教授している。彼らは
また、ジャングルの植物や昆虫のうち必要時に 
食用となる種類についても訓練を施す。生命に満ち 
た本物の世界での状況と常に変化しつづける要素
によって、兵士たちはより深く基礎的な技能を 
学ぼうとするのだ。 

「あらゆるシチュエーションをそれぞれ個別の
ものとして認識しなければなりません。オペレー
ション、およびオペレーションを構成する各要素
の概念をよく知り、なぜそれが重要なのかについ
て理解する必要があります」とマンスカー氏は 
述べる。「関係性や支援対象の組織によっても 
訓練は変わってきます。組織の強みと弱みを知 
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っていれば、調整して適応することができるで
しょう」

今後のミッションで組むことになるパートナー 
国が強みを発揮できないであろう分野での 
訓練を見直すことにより多くの時間を費やすと
いうのも、その調整に含まれる。マンスカー氏
は、どのような状況でも、部隊は最悪の戦争の
日と最高の戦争の日を想定して訓練すべきだと
言う。同氏はこうも続けている。 

「そうやって訓練をするのは大変なことです
が、自分たちの弱点がどこにあるのかを証明し、
理解するのに役立ちます。我々はまた、雨、雪、
標高や霧にも適応できるようにしなければなりま
せん。我々の訓練はもしかすると、ややゲーム性
が強すぎて、実際に直面するであろう環境に合わ
せた訓練が少なすぎるのではないか、というとこ
ろまで来ているのかもしれません」

タイでのジャングル戦訓練は、部隊を予測不
可能で実戦的な訓練環境に追い込むことで、隊
のシステムに衝撃を与える。ジャングルという
地形によって、戦闘外で人が死にうるという 
要素が追加されることになるが、タイの海兵隊は 
コブラ・ゴールドのような多国籍演習の中でス
キルを継承できるよう、難しいジャングル戦の
訓練を受けているのだ。 

「ジャングル自体が、多くの人が慣れていな
い、非常にダイナミックな環境を提供している
のです」と、沖縄のジャングル戦訓練センター
で米国海兵隊のラペリングの教官を務めるケイ
レブ・バック（Calab Buck）伍長は述べている。

スキルの習得をマネジメントする
全体を通して、LANPAC のパネリストたちは、新人に
基礎的なスキルを身に着けさせるには、ある程度指標化
された期待値と、基礎訓練にどれだけの時間をかけるべ
きか判断する際の見極めが必要であると論じている。

マンスカー氏は、「すべての人がすべての分野で優
れた訓練を受けているわけではありません」と述べた
うえで、何かの達人になるにはその何かを 1 万回は 
行う必要があります、と付け加えた。

「では、達人になるための反復訓練について考えた
とき、ある人が 1 つの訓練しか行わずに、本当に 17 の
分野での達人になれるでしょうか？」マンスカー氏は
こう続ける。「ここが『司令官の意図』の出番なので
す。その人の目的はなんなのか？その人が時間を割こ
うとしているものについて、また繰り返しの結果上手
くできるようになったものについて、直接的かつ明確
にする必要があります。反復訓練に対して、訓練にか
ける時間は、それを実施する人に割り当てられなけれ
ばならないのです」o

タイで行われたコブラ・ゴールド 2019 の演習中、ジャングルでのサ
バイバル訓練の一環として、焚き火台の上で様々な動物を調理する
タイ王国の海兵隊員   二等軍曹マシュー・J・ブラグ（MATTEW J. BRAGG）二等軍曹/米国海兵隊

オリエント・シールド 2019 の期間中、基本的な行軍技能とマルチ
ドメイン（クロスドメイン）・オペレーションを磨くための訓練
の一環として目標を狙う陸上自衛隊のスナイパー 
PFC.エドウィン・ペッキィ(EDWIN PETZKE）上等兵/米国陸軍

沖縄の海兵隊第 3 連隊ジャングル戦訓練センターにおける 2019 年
の訓練中、紙の地図を使用する米軍関係者 
二等軍曹ピーター・レフト (PETER REFT）/第18空軍広報
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械の人工知能 (AI) が人類の頭脳に
匹敵する未来を垣間見ようと、 
空想科学小説に目を向ける時代は
終わった。 

米国陸軍将来コマンド（U.S. Army 
Futures Command）および AI タスクフォ
ースの指揮官であるマシュー・イーズリー
（Matthew Easley）准将は、「人工知能は
すでにここにある」と述べており、「スマ
ートフォンを持てば、手には巨大な AI アプ
リケーションがあります。あなたのデバイ
スとデバイスが接続されているすべてのシ
ステムの両方にあります。」

端的にいうと、AI は自ら意思決定を行う
能力も含んだ意思決定増強に使用されるあ
らゆる演算システムを意味する。 

AI の軍事活用を目指す研究者らによる
と、米軍が 100% の意思決定能力を備えた
機械を戦場に配備できるまでに何年もかか
るという。マルチ・ドメイン・オペレーション 
（クロス・ドメイン・オぺレーション 
としても知られている）は将来、人と 
機械がそれぞれ得意とする能力を組み合わ 
せて最高のパフォーマンスを実現できる 
「ケンタウロス」チームで構成されること 
になる。

「人類最高のチェスプレーヤーがもはや
スーパーコンピューターのチェスプレーヤ
ーに勝てないという事実は目新しくありま
せん。今では、家電量販店（Best Buy）で
売られているコンピュータを所有してい 
るアマチュアのチェスプレーヤーが、 
チェスの名人と最高のスーパーコンピュータの 
両方に勝っていることでしょう。」と、 
元米国陸軍大佐で、中東、アジア、米国の
工学物流機構で指揮および参謀を務めた 
ブロック・ペルクーチン（Broc Perkuchin）
氏は、2019 年にハワイ、ホノルル州で
開催された環太平洋戦略的経済連携協
定 (LANPAC) シンポジウムと博覧会の期間
中に述べた。「なぜなら、半人半馬という
神話上の創造物にちなんでケンタウロスと
名付けられているこのような人間と機械の
チームは、人間が得意とするもの、つまり
は直感、判断力、創造力と、データ処理の
スピードや容量という機械が得意とするも
のを兼ね備えているからです。」という。

軍事の観点からすると、ケンタウロス・
チームは統合されて、一心同体となったよ
うに機能しなければならないと、ペルクー
チン氏はコメントしている。彼は現在、 
クーガーソフトウェア社（Cougaar Software 
Inc.）で政府ソリューション担当副社長を
務め、同社のマルチエージェントシステム
AI技術を活用して、米国国防総省の運用パ
フォーマンスを向上させる取組みを主導し
ている。 

「人工知能が米軍兵士（Soldiers）に取っ
て代わるわけでも、米軍兵士が人工知能を
ツールとして使うということでもありませ
ん。」と、ペルクーチン氏はいう。「それ
ぞれが得意とするものを戦いの場で発揮す
るという物理的および精神的に融合した 
共生関係です。究極的には、機械と人間が互 
いの思考を助けるということになります」
と述べた。

AIトレーニング
LANPAC の期間中に AI および自律機 

能パネルの議長を務めたイーズリー氏は、 
研究開発だけでなく、AI をマルチ・ドメイン 
・オペレーションで適切に実行するには、
精査されたプロセス、インフラストラ 
クチャ、ネットワーク、ポリシー、 
および人材が必要であると述べた。

機

人間と機械の軍事チームがそれ
ぞれ提供する最高のものを活用 
FORUM スタッフ
写真：AP 通信社

「人工知能が米軍兵士に取って代わ
るわけでも、米軍兵士が人工知能を 
ツールとして使うということでもありま
せん。」「それぞれが得意とするもの
を戦いの場で発揮するという物理的 
および精神的に融合した共生関係です。
究極的には、機械と人間が互いの思考
を助けるということになります。」

〜 ブルック・ペルクーチン米国陸軍大佐退役

「



24 IPD FORUMFORUM

イーズリー氏によると、このプロセスの 
一部にはディープラーニングが必要だという。 
ディープラーニングには、米軍兵士と AI の 
合同トレーニングが関与する。ライフル銃兵の 
トレーニングを例にとろう。米軍兵士は、 
スマートフォンのような技術を備えたスマート 
スコープを使用して、米軍兵士の行動に関す
るデータを収集し、精度を予測したり、部隊
での最も優れた射手を特定したりする。

ディープラーニングでは、機械がどのよ
うに動作するかを理解し、データを収集し
ながらどのように学習するかを機械に教え
こまなければならない。

開発者には、機械モデルに対してシナリオ内 
の物理的オブジェクトの他に、支援と 
攻撃、恐怖とその他の感情を区別する方法を
トレーニングすることが求められる。専門家
は、AI の基礎知識を確立することは客観的
であるべきだと警告している。というのも、
データの操作はどのようなレベルであって
も、またどのような方法であっても、誤った
情報や有害な情報が入り込んでしまう問題と
危険性があるからだ。人間にはそれぞれの 
バイアス（偏り）がある。発明者は、これらの 
バイアスを AI のコンポーネントに取り込ま
ないように注意しなければならない。 

「あらゆるテクノロジー、または人が 
構築するすべてのものに、作成者の価値観や 
規範、当然ながらその本人のバイアスまでもが 
反映されています。今日、AIシステムを構築
しているのは主に男性、白人、アジア系の人
々であって、多くのイノベーションが米国か
ら生まれています。」と、人間の行動を専門
とするランド社（Rand Corp）の社会心理学
者、ダグラス・ヤウン氏（Douglas Yeung）
はいう。「このことがバイアスの原因にな 
るのではないかと懸念されています。 
というのも、AI はそれ自体が広範囲に影響
するからです。『バイアスによって生じる 
意図しない結果とは何か』を考えなければなり 
ません。」と述べている。

バイアスの管理
機械学習アルゴリズムの設計と最適化の
基礎知識を持つランド社の情報科学者
であるオソンデ・A・オソバ氏（Osande 
A.Osoba）によれば、顔認識技術のトレーニ
ングで主に白人男性の写真を使用すること
がバイアスの原因となるため良くないと 
企業は気づいている。

「しかし、トレーニング・データを改良
するだけでは、アルゴリズムに公平性をも

マサチューセッツ
州チェルムズフォ
ードにあるエンデ
バー・ロボティク
ス社（Endeavour 
Robotics）のいわ
ゆるケンタウロス・
ロボットの機能を
説明するニコラ
ス・オテロ 
 （Nicholas Otero) 
氏氏。これらの 
ロボットは戦 
うことはないが、
戦う人々を助ける 
ように設計されて
いる。
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たせるという根本的な課題を解決すること
はできません。」と、オソバ氏は言う。 
「読みたい本、デートの相手、仕事の見つけ
方についてアドバイスしてくれるアルゴリ
ズムは既に存在します。誰を雇用し、誰が
融資を受けられるのか、あるいは囚人の 
刑期をアルゴリズムでアドバイスするように 
なると、AI にはより透明性が求められ、 
社会の価値観や規範に対する説明責任や 
尊重が求められるようになります。説明責任 
については、AI が繊細な決断を下す場合に
はこれを監督する人間にまで及びます。」
とコメントしている。

これには、ペルクーチン氏も同意している。 
 「号令をかけるスイッチはありません。 
すべてが AI で行われます。正しい検証技術が 
採用されていることを望みます」と言って
おり、「意思決定を可能にすることと実際
の意思決定には違いがあります。撃つか撃
たないか、または特定の行動をとるかどう
かを、自主的に判断できるようになるまで
まだ時間がかかるでしょう」

したがって、ある米軍兵士の能力を 
向上させ、その兵士を困らせないような製品 
を設計することが重要であると、イーズリー氏 
は述べる。「リスクがみえてきたときに、
米軍兵士が勝利でき、そのリスクに対して
最高レベルで活動することができるよう、
必要なものだけを提供するのです。」

最終的な決定権は、機械ではなく米軍
兵士が持つべきです。」と、彼は付け加え
た。「兵士は、司令官の判断に基づいて行
動しなければなりません。戦争法がなくな
ることもありません。人間のオペレーター
が意思決定できるシステムを設計する必要
があります。」

今後の用途
ローレンス・リバモア国立研究所のグロー
バル・セキュリティー研究センターの上級
研究員で、カリフォルニア州モントレーに
ある米国海軍大学院（Naval Postgraduate 
School）の研究教授でもあるザカリー・S・
デイビス氏（Zachary S. Davis）によると、
運用レベルでの AI の 3 つの潜在的用途は、
幅広い軍事への適用が可能である。すなわち、 
全方位自律走行車と、ビッグデータを 
活用したモデリング、シミュレーション、
戦闘作戦と、集中的な情報収集と分析である。 
彼は 2019 年 3 月のレポート「戦場での 
人工知能:抑止力、安定性、および戦略的意
外性への潜在的影響の初期調査」にこれら
のことを述べている。

新世代の自律走行車を利用することは、
様々な無人陸、海、航空システムのナビゲ
ーションに焦点を当てている軍事用途にと
って最優先事項であると、デイビス氏は主
張する。「自律走行車とロボット工学は闘
争に革命を起こすであろう」とデイビス氏
は記している。「ユビキタス・センサーに
よってサポートされる AI 情報ナビゲーション 

・ソフトウェアによって、無人車両が敵 
地を通り抜けることが可能となり、最終的
には、さまざまな種類のドローンの複雑な
編成が、補完的な装備を持つ複数の領域で
可能になるかもしれない」と述べる。

イーズリー氏は LANPAC の期間中に同じ
ような意見をもち、「ロボットに汚くて危
険な仕事をさせ、米軍兵士を危険にさらし
てはならない。ドローンやその他のハード
ウェアを使用しよう。」と言っている。

ビッグデータとシミュレーションについ
ては、たとえば、科学者が核実験を行わず
に核備蓄の信頼性を確認することが可能と
なるモデルもある。 

「シミュレーションとモデリングは、 
ジェット機や船舶から宇宙船や精密誘導弾ま 
で、ほとんどすべての主な兵器システムの
設計プロセスの重要な部分です。」と 
デイビス氏は記している。「戦闘管理や、
宇宙の状況認識のためのシステムの設計、
計画、管理などの複雑なミッションを想定
したシステムのすべてを網羅するマルチ・
ドメイン・システムを設計するには、 
大規模なモデリングとシミュレーシ 
ョンが必要となるでしょう。」 
と述べている。

情報収集と分析について、グローバル
セキュリティ環境を理解するために、情報
源、場所、分野の組み合わせから情報を考
慮するすべてのアナリストにとって、機械
学習は今後も重要なツールであろうと、 
デイビス氏は記している。「機械学習はま
た、オープンソースの取引データや財務デ
ータをさまざまな形の知能と組み合わせる
ことで、違法な技術移転、拡散ネットワーク、 
拡散者が発覚を逃れるための手口について、 
見識を集めることが可能です。これらの 
見識により、アナリストは為政者に情報を
提供し、拡散防止策と行動を支援すること
ができます。」と述べている。

ペルクーチン氏によると、AI から収集
した見識は、この分野でも実用的とのこと
である。AI は、重要なポイント（golden 
needle）の位置を突き止め、プラットフォー
ムがいつ壊れるかを予測し、同じ言語を話
さない軍隊間のコミュニケーション上の問
題をなくすのに役立つと述べた。

「最も重要なのは、人工知能を幅広く 
適用することによって、マルチ・ドメイン・ 
オペレーションの司令官が一点集中を実現
すること、つまりはすべてのドメインにお
いて性能を迅速かつ継続的に統合すること
への一助となることです。それは、AI の 
最適な配備を目指すケンタウロス軍にとって 
重要なことです。」と述べた。

結局のところ、ペルクーチン氏は次の 
ように結論付けている。「今後何年にも 
わたって、人間と機械のチームが最大の力
を生み出すでしょう。米軍兵士を強化し、
指揮環境を向上させるのです」と締めくく
った。 o



26 IPD FORUMFORUM

FORUM スタッフ

防衛システムを 
心で操作すること
を可能にする技術

ーザーフレンドリーな 
コンピュータータブレット、 
スマートフォン、 
スマートウォッチの登場に 

より、血圧、心拍数、睡眠時間を含
む生体計測モニタリングから、最新
の天気予報やナビゲーションガイダ
ンスまでを提供するウェアラブルテ
クノロジーが加速した。

世界中の軍事組織は、この技術の
進化を、さらに洗練されたヒューマ
ン・マシンインターフェイスによっ
て新たなレベルに引き上げている。
これらのインターフェイスには、 
戦闘中の病気や傷を診断して治療する 
ウェアラブルデバイス、戦場での 
意思決定を支援する拡張現実プログラ 
ム、兵士の身体強度と耐久力を増強
するための外骨格などが含まれる。
成長を続ける分野は、人間と機械の
より深いつながりを実現する。

防衛学の研究者たちは、キーボ
ード入力、音声コマンド、さらには

スイッチの切り替えさえ必要とせず
に、兵士が人工知能搭載マシンと対
話できる新しいテクノロジーを開発
している。理論的には、パイロット
たちは、ニューラルインターフェ 
イステクノロジーを使用して、 
無人航空機（UAV：Unmanned 
Aerial Vehicles）の群れを自分の心
だけで制御できるようになる。

「ニューラルインターフェース
は、人間と機械の間で情報をや
り取りするためのツールです」
と、米国国防省高等研究計画局 
(DARPA: U.S. Defense Advanced 
Research Projects Agency）の生
物技術室のプログラムマネージ
ャーであるアル・エモンディ（Al 
Emondi）博士は、Nextgov.com で
のインタビューにおいて述べてい
る。「このコンセプトは、タスク
達成のためにコンピューターまた
はスマートフォンと通信する他の
手段、例えば音声コマンド、タッ

チスクリーン、キーボード、また
はマウス、と大まかには似ていま
すが、物理的なアクションの中間
ステップを迂回します。」

エモンディ博士は、現在、次世
代非外科的ニューラル技術 (N3) 
プログラムと呼ばれる DARPA の 
プロジェクトを主導している。この
プログラムは、防衛システムの操作
において、身体的な行動の必要性 
をなくすことを目的としている。

 「ニューラルインターフェースが
可能にするのは、より豊かで、より
強力で、より自然な体験であり、そ
れによって私たちの脳は、インター
フェースシステムによって実現され
るツールとなる」と、エモンディ博
士は述べている。「ニューラルイン
ターフェースは、タスクを達成する
ために使用するツールに自分自身を
適応させるのではなく、それ自身が
私たちに適応するという初めての試
みです。」

ユ

人間
機械の連結

と
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脳をリンクさせる
DARPA の 4 年にわたる N3 プログ 
ラムには、非侵襲または侵襲を最小限 
にしたニューラルインターフェース 
の開発を目指す 6 つの組織が関与
している。DARPA のウェブサイト
は、「人間の脳とコンピューターを
接続するこれらのウェアラブル 
インターフェイスは、究極的には、アク 
ティブなサイバー防御システムや 
無人航空機の制御、コンピューター 
システムとの連携によるマルチタス
クなどの多様な国家安全保障アプリ
ケーションを可能にする」と述べ
ている。

政府は、バテル記念研究所、 
カーネギーメロン大学、ジョンズ・
ホプキンズ大学応用物理研究所、
パロアルト研究所、ライス大学、
テレダイン・テクノロジーズと共
に、N3 プログラムに取り組んでい
る。これまで、ニューラルインター
フェースは外科的に侵襲的であり、
主に負傷した兵士の運動機能を回復
させるために使用されてきた。それ
に対して、N3 プロジェクトの目標
は、データ処理と意思決定を迅速化
することであり、その技術を健常な
兵士が手術などを要さずに使用する
ことである。

ロンドンの独立した政策研究所
であるチャタム・ハウス（王立国際
問題研究所）の 2019 年 8 月の記事
によると、この技術は、兵士と司令
官に「優れた感度と、より速いペー
スで環境に関連する多くのデータを

処理する能力を与え、状況認識を高 
める」可能性があるという。「これらの 
機能は、軍における意思決定と、 
ターゲット設定プロセスをサポート
します。」

DARPA の協働者たちにとっての
課題は、手術の必要性をなくすこと
である。「DARPA は近年、目覚ま
しい進歩を遂げ、病人や、負傷した
軍人または退役軍人の機能を回復さ
せるための、脳の上または脳内部に
埋め込まれた電極を使用した技術の
可能性を示唆し続けています」と 
エモンディ博士は述べている。 
 「しかし、現在のところ、脳外科手術には 
リスクが伴うため、これらの侵襲的
技術は医学的に必要な場合を除いて
倫理的に正当化できないのです。」

N3 開発チームは、ニューロンに
結合可能な信号増幅用のナノ粒子
を、注射や吸入、摂取によって体内
に送り込み、脳信号を読みやすく 
するプロジェクトを進めている。 
信号は、キャップ内に配置された、
またはヘッドレスト内に埋め込まれた 
システムによって読み取られる。

DARPA によると、この技術は、
地上でロボットやドローンを制御する 
だけでなく、複雑なサイバーネッ 
トワークをニューラルインタフェー
スで監視したり、情報を機械的な 
速度でかつ分かりやすく表示すること 
で大量のデータを処理したりできる
という。

このチームのリーダーの 1 人は
インド・太平洋地域の科学者で 

フランス国立科学研究 
センターの研究者による、
ブレイン-コンピューター
インターフェースのテスト。
このインタフェースは、ユー
ザーが、音声や手動のコマ
ンドを使用せずに画面上の
シンボルを選択することを
可能にしている。 
AFP/GETTY IMAGES

アメリカ国防高等研究計画局の 
研究者は、パイロットはいつの日か
無人の航空機群を心で制御するよ
うになるかもしれないと述べる。 

DARPA イラスト

「人間の脳とコンピュータ
ーを接続するこれらの 
ウェアラブルインターフェ
イスは、究極的には、 
アクティブなサイバー防御
システムや無人航空機の
制御、コンピューター 
システムとの連携による 
マルチタスクなどの多様な
国家安全保障アプリケー
ションを可能にする」

〜 DARPA 
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バテルのシニア研究者であり、
るガウラフ・シャルマ（Gaurav 
Sharma）氏はインド出身であ
る。シャルマ氏は、DARPA と
の 2,000 万ドルの契約を獲得し
たチームを率いており、兵士が
複数の UAV または爆弾処理ロボ
ットを自分の思考で制御するこ
とが可能なシステムを開発して
いる。バテルの N3 プログラム
は、BrainSTORMS（磁電信号を送
信または受信する脳システム） 
と呼ばれている。

「これは、私が今まで取り組んだ
仕事の中でも、最もエキサイティ
ングでやり甲斐のあるプロジェク
トの 1 つです」と、インド北部の新
聞 The Tribune においてシャルマ氏
は述べている。「BrainSTORMS に
より、エンジニアリングと物理学の
限界をさらに拡張することが出来
ます。」

世界的な探求
ニューラルインターフェーステク
ノロジーを通じて人間の学習、 
治癒、パフォーマンス、意思決定を 
向上するアイデアは、世界中の 
関心を集めている。中華人民共和
国は、2019 年 5 月に中国人科学者
が、脳-コンピュータインターフ
ェイス（BCI）チップを使用した
画期的な成果を達成したと報告し
ている（新華社通信）。ブレイン
トーカーと呼ばれるこのテクノロ

ジーは、中国北部で行われた世界
インテリジェンス大会において 
デビューを飾った。

新華社通信によると、ブレイン
トーカーを使用すると、脳波のみに
よってコンピューターや電子機器を
制御できるようになるという。天津
大学と China Electronics Corp. 
 （中国電子信息産業集団有限公司） 
が共同開発したブレイントーカーは、 
大脳皮質の脳波から送られるマイナー 
なニューロン情報を特定・解読し、
脳と機械の間のコミュニケーション
をよりスピードアップすることを 
可能にする。科学者たちは、この 
チップを、医学、教育、ゲームの 
分野で使える形に改良したいと考え
ている。

また、韓国大学の脳信号処理研
究室でも同様の研究が行われてい
る。研究者たちは、MRI として 
一般的に知られている磁気共鳴画像法 
と脳波検査を用いて、脳／コンピュ
ーターインターフェース、または 
ブレイン-マシンインターフェースの 
いずれかを構築することを目指して
いる。この研究室では、データ分析
と機械学習を、軽度の認知障害、 
アルツハイマー病、睡眠障害、 
てんかん、うつ病などの精神疾患や
神経疾患の診断に使用したいと考え
ている。

米国の 2 つの企業は、ニューラ
ルインターフェイステクノロジーに
よってドライバーの安全性を向上さ

せる方法を研究している。 
カリフォルニア州に拠点を置く Trimble 
Inc. と、マサチューセッツ州に拠点
を置くNeurable Inc. は、トレーニン
グ効率を向上し、ドライバーの安全
性を改善するための、脳の信号と目
の動きを追跡するブレイン-コンピ
ューターインターフェイスの使用に
ついての研究において、パートナー
シップを締結した。

迅速な回復
健常な兵士にとって、脳波でのロボ
ット制御の実現がそう遠くないこと
に加え、負傷した兵士も神経技術の
進歩から恩恵を受けることができ
る。2019 年 2 月、DARPA は、 
バイオエレクトロニクス、人工知能、 
バイオセンサー、再生医療および 
細胞再建技術の使用を通じて、 
スマートで適応性の高い、創傷回復
プログラムを導入した。この生体
再生のためバイオエレクトロニク
ス（BETR: Bioelectronics for Tissue 
Regeneration）プログラムは、爆風
による怪我や火傷を負った兵士の 
長期にわたる痛みや苦痛を改善する
ことを目的としている。

 「負傷は生活環境の一部ですが、 
細胞と組織が相互に通信し合い、 
修復を試みる事で、状況は急速に 
改善できる可能性があります」 
と、BETR プログラムマネー
ジャーのポール・シーハン
(Paul Sheehan）は述べている。 
「理想的な治療とは、こういった 
創傷状態の変化を感知して対処し、
回復を修正して促進することです。
例えば、免疫応答を調節したり、 
必要な細胞タイプを受傷部位に 
誘導したり、治癒を促進させるように 
幹細胞を分化させるといった類 
いの介入が期待できる。

DARPA は、利用可能なあらゆる
信号 (光学、生化学、バイオエレク
トロニクス、または機械的信号) に
よって、生理学的プロセスを監視
し、さらにそれらの信号を刺激し
て、治癒と回復を促進することを 
目指している。

四肢に麻痺があるネイサン・コープランド
(Nathan Copeland）は、脳内に 4 つの微小
電極アレイを配置する手術を受けた。 
これらの電極アレイは、指に加えられた圧力を 
検出する高度なセンサーを搭載したロボッ
トアームに接続される。
ピッツバーグ大学医療センター/PITT HEALTH SCIENCES
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 「傷の状態に応じた適応治療の 
重要性を理解する上で、抗生物質軟 
膏の例を思い出してください」 
とシーハン氏は説明している。 
 「人々は抗生物質を使用して軽度の 
切り傷を治療します。抗生物質は、 
傷による菌感染に対して効果的で
す。しかし、自然の微生物叢を 
完全に排除することは、逆に治癒を 
阻害する可能性があります。 
したがって、フィードバックがなけれ 
ば、抗生物質は逆効果になる可能
性があるのです。」

四肢のコントロールを復元
手足の機能を失った、または
手足を切断した民間人や兵士
も、BCI テクノロジーの恩恵を受
けている。日本の科学者たちは、
脳卒中患者の四肢機能を改善する
ために BCI テクノロジーを使用し
ている。東京農工大学の研究者ら
は、映像支援療法を用いて、脳卒
中患者に自分の手の動きを観察さ
せることによって、リハビリ 
を加速できることを発見した。

彼らは、2019 年 7 月の IEEE 
Transactions on Neural Systems and 
Rehabilitation Engineering（科学雑
誌）において、脳卒中は脳への 
血流が妨害されることで麻痺が起こ 
ると考えられるため、脳の健康な
領域が損傷した領域の機能を 
果たすように脳の可塑性を促進する 
ことで、運動機能を回復できる可能 
性を示唆した。可塑性を促進する
ために、脳卒中患者は運動を 
イメージとして取り込む。そして実際 
に自分が動いていることを想像し
ながら、精神的に動きをシミュレ
ートすることができる。BCI テク
ノロジーは、自分、または他人の
手の行動を観察しながら、動作の
意図を検出して記録する。

また、ニューラルインタフェー
スは、義肢の機能を改善するため
にも使用されている。DARPA に
おいて、Hand Proprioception（手
の固有受容）and Touch Interfaces 
(タッチインターフェイス）プログ 
ラムに取り組んでいる研究者は、 
末梢神経インプラントを使用する 
ことによって、切断手術を受けた 
患者が自然な制御信号に直接アク 
セスすることを可能にしている。 
さらに DARPA は、プレスリリース 
において、「感覚フィードバッ 
クを追加すると、握力と手の状態
を検知することができ、複雑な手
の動きをより自然で直感的に制御

できるようになります」と述べ 
ている。

倫理パラメータの設定
テスラの CEO であるイーロン 
・マスク（Elon Musk）
や、Facebook などの著名な実
業家たちも、ブレイン-マシン
インターフェースプロジェク
トに着手したことが明らかに
なり、脳研究は昨今ますます
注目を集めている。マスク氏
は、Neuralink という会社を設立
した。Neuralink は、2019 年 7 月、
ブレイン-マシンインターフェー
スを使用して、麻痺患者たちが
心で文字をタイプするのを助け
るプロジェクトを発表した。一
方、Facebook は、心の中で話すだ
けで文字を入力できる非侵襲性の
ウェアラブルデバイスの開発に取
り組んでいる。

しかし、これらのまったく新し
いテクノロジーは、基本的な倫理
問題を提起する。倫理学者によれ
ば、1 つの懸念として、機械と 
人間の脳をリンクさせた場合、 
人が真に自由意思を保てるかどうかに 
ついて疑問だという。 

2019 年 7 月に科学雑誌 Nature に
掲載されたある記事は、下記のように 
述べている。「糖尿病治療の 
ために、インスリンの放出を自動
的に制御する血糖モニタリング装
置の場合は、患者に代わって意思

決定を行うことに特に問題はない
かもしれない。」「しかし、他人
の脳への意図的な介入は、それに
よって不適切な結果を招くことも
あり得る。例えば、クローズドル
ープ型システムを用いて気分障害
を管理した場合、たとえば葬儀の
ように、気分がふさぐのが正常と
みなされる状況であっても、否定
的な感情がブロックされることが
ある。」

Nature の記事は、さらに、 
 「軍事組織、政府、または研究医療機 
関が倫理学者と協力して、新しい
技術を適用するための倫理ガイド
ラインを確立することは一般的で
あるが、商業活動においては『悪
事が隠蔽され、監視は最小限』で
あることはけっして珍しくない。」 
と述べる。

重要な課題は、プライバシー 
を保護しながら、テクノロジーの
可能性を最大化するために、 
各国がどれだけ努力できるかであ
る。Nature の記事によると、 
チューリッヒにあるスイス連邦工科大 
学の倫理学者マルセロ・イエンカ
(Marcello Ienca）氏は、デジタル
で保存された脳のデータが、 
ハッカーに盗まれたり、ユーザーがア 
クセスを許可した企業で使用され
たりする可能性があると述べた。
「脳情報は、おそらくすべての 
情報の中で最も私的で個人的なもの 
です」とイエンカ氏は述べる。o 

自然に近い腕と手の動きを可能に
する Life Under Kinetic Evolution ア
ームシステムを実演する退役軍
人。このアームシステムは、米国
国防高等研究計画局の革命的補綴
プログラムの一部である。DARPA



米国は人工知能 (AI) で世界をリードしている。 
中華人民共和国（中国）は、その野心 

にもかかわらず、首位の座を奪う事には失敗したが、
それでも競争はますます激化している。 

専門家は、将来、世界の経済基盤の強化に伴い、
機械が人間の監督なしに行動し、大量のデータを処理
し、解釈できるようなれば、AI によって戦闘空間には
革命をもたらされ、その結果、戦争の指揮統制を強化
することができると予測している。米国は、経済的・
軍事的主権と、社会統制のための技術のコントロール
を重視した上で、中国の脅威に対抗し、AI 研究におけ
る優位性を維持しようとしている。

ホワイトハウスの AI 政策のコーディネーターであ
るリン・パーカー（Lynne Parker）は、2019 年 7 月、
米国の政治ジャーナリズムのウェブサイトである
Politico において、「業界の成果を見れば分かるよう
に、最先端を走り、最新の技術と AI を推進している 
主要な学術機関はアメリカの産業であり、アメリカの
学者です」と述べた。

「私たちは明らかに、最もインパクトのある商用製
品を生産しています。もちろん、だからといって、他
の国が AI の大きな可能性に無関心でいるということで
はありません。しかし、明らかに、米国がその分野で
はリードしているのです。」

2019 年 8 月に、ワシントン DC に拠点を置くグロー
バルシンクタンクであるデータ・イノベーション・ 
センター（CDI: Center for Data Innovation）が発表した 
調査では、才能、研究、開発、ハードウェアなどの点
において、AI 研究における米国のリーダーシップが 
確認された。

「中国の大胆な AI 戦略にもかかわらず、米国は 
依然として絶対的リードを誇っています。中国は 2 番
目で、欧州連合に関してはさらに遅れをとってい
ます。(106 ページ「AI レースで勝つのは誰か：中
国、EU、それともアメリカ？」を参照）

2017 年、中国の国務院は、2020 年までに AI 開発 
で米国に追いつき、2025 年までに AI 技術で世界の 
リーダーシップを取るという戦略を発表したが、そのよ 
うなリーダーシップが具体的にどのようなものかは 
明記されていなかった。習近平国家主席のメイド・ 
イン・チャイナ推しの一環として、中国が 2030 年まで
に 1500 億 US ドルを AI に投資するという計画を打ち出
したにもかかわらず、CDI の報告によると、中国は多
くの測定基準で米国にリードを許している。

CDI のレポートによると、米国は、「AI 新規事業
が最も多く、そのエコシステムは、最も多くのプライ
ベート・エクイティ・ファンドとベンチャーキャピタ
ル資金を受けている」という。米国は、「従来の半導
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FORUM スタッフ

AI の研究開発を支援できる国際環境を推進
する米国の戦略
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体と人工知能 (AI) システ
ムを支えるコンピュータ
ー・チップの開発を主導
しており、EU や中国に 
比べて人工知能 (AI) に関
する学術論文の数は少な
いものの、平均して最も
質の高い論文を発表して
いる」。さらに CDI の 
リポートは、中国は依然と 
して、特に一人当たりベ
ースで、ほとんどの指標において遅れを取 
っていることや、EU の方がより多くの AI 分野の 
才能に触れる機会があるにもかかわらず、世界を 
リードする AI の才能は米国が有している、とも述 
べている。中国は、米国や EU に比べ、人材面 
で遅れをとっている。

CDI のレポートによると、中国は、米国や EU より
も多く民間データを収集しており、さらに、中国の国民
による AI 利用は目立って急速に増えているが、中国の
言動は他の社会の不信を生む場合が多く、さらに民軍統
合などの政策が、世界市場での成功を遠ざけている。

ロシアは、ウラジミール・プーチン（Vladimir 
Putin）大統領のもとで、特に軍事目的で、AI に投資
を続けている。しかし、アナリストによると、ロシア
は、イノベーション推奨文化の確立がうまくいかなか
ったために、世界に遅れを取っている。プーチン大統
領は、かつて、「この分野のリーダーになれば、誰で
も世界の支配者になれる」と研究者たちを鼓舞した
が、皮肉なことに、2019 年 6 月に Defense One の 
ウェブサイトが発表した報告書によると、ロシアの主要な 
研究者の多くはすでにロシアを離れ、米国と欧州に移
ってしまった。

米国の AI 戦略
米国の人工知能 (AI) 技術における競争優位を維持す
るため、米国国防総省 (DOD：U.S. Department of 
Defense) は、2019 年 2 月、AI 戦略を導入し、それに 
伴って、米国人工知能 (AI) イニシアティブを創設する 
大統領令が出された。これによって、米国政府は人工
知能 (AI) の革新を推進するために、「連邦政府の全資
源を投入する」ことが必須となった。ホワイトハウ 
スはまた、AI 国家安全保障委員会を設立し 2019 年 3 月 
に最初の招集が行われた。

米国は、同盟国と共に今後起こりうる紛争を
コントロールし、自由で開かれたインド太平洋や
世界の秩序を確保するためにAI を活用することが
求められている。2020 年の米国国防総省の予算で

は、AI に 9 億 2700 万ドル、AI 制御による無人操作技 
術に約 370 億ドルが割り当てられている。一方、米国
の大手テクノロジー企業も近年、AI に数百億ドルを
投資している。例えば、エコノミスト誌によると大
手テクノロジー企業の 2016 年の AI 技術への投資は、
約 200 億ドルから 300 億ドルであった。

AI イニシアチブの立ち上げ時において、DOD の最
高情報責任者であるダン・ディーシー（Dan Deasy）
氏は、「AI イニシアチブの成功は、私たちの AI 戦略に
おいて重要な役割を担う内外のパートナー、省庁、 
産業界、同盟国、学界との強固な関係に依存している」 
と、述べている

「部門全体で AI を運用することの重要性を強調する
ことは難しい。さらに、適切な緊急性と敏捷性を持っ
て伝えることも必要になる」と、統合人工知能センタ
ー（JAIC: Joint Artificial Intelligence Center）の局長で
あるジョン・NT・シャナハン（John N.T. Shanahan）
中将は付け加えている。JAIC は、DOD 全体での AI 力
を推進するために、2018 年 6 月に始動した。「JAIC で
行うすべての事において、産業界、学界、および同盟
国や国際的パートナーとの関係を強化することが重視
されている。」

シャナハン氏は以前、米国国防総省の AI と機械学習
に関するパスファインダーインテリジェンスプロジェク
ト（Project Maven として知られている）を率いていた。

CDI のディレクターであるダニエル・カストロ
(Daniel Castro）氏は、デジタル自由貿易、データ収集
業務、その他の関連する問題をカバーするために、 
米国の AI 戦略のさらなる拡大を求めた。 

「政府が AI イニシアチブの変革を望むなら、単
に AI の研究、スキル開発、インフラストラクチャー
開発のための既存の資金を再編するだけでは足りませ
ん」と、AI 競争力に関する 2019 年 8 月のレポートの 
中心執筆者であるカストロ氏は、AP 通信に語った。 
また、CDI リポートでは国防総省が政府と株主の団体 
を創立し、軍によるデュアルユース AI テクノロジーの
採用を促進することも推奨されている。

当時のエネルギー長官 
リック・ペリー（Rick Perry）氏
は、2019 年 8 月のフォーラム 
で人工知能における米国の 
リーダーシップと官民パートナ
ーシップの重要性について語っ
た。 AP 通信
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 「統合された専門知識によって、DOD はプロジェク
トの優先順位を高め、スケーリングの問題解決にフォ
ーカスし、DOD 内で AI によるイノベーション文化を
発展させることができます。」とカストロ氏はフォー
ラム にコメントしている。「さらに、米国政府は、 
研究においての協働を促進するために、世界中の同盟国 
と共同出資の導入を検討する必要があります。」

一部のアナリストは、中国が社会的なコントロー
ルを目的とした市民データの蓄積に力を注いでいたた
め、データ収集においては米国とその同盟国よりも優
れており、その優位性が、未来の抗争への道のりとな
る可能性があること懸念している。しかし、重要な 
軍事的用途において、民間データの有用性は限られてい 
ると主張する者もいる。

JAIC のシャナハン氏は、2019 年 8 月下旬の国防総省
のブリーフィングにおいて、「私が恐れているのは、
この時間と意思決定の問題に戻った時に、私たちの敵
となる組織が完全な AI 対応力を持っていて、私たち
にはないという未来だ。もうすでに時間的な余裕はな
い。我々が AI を自身の優位性に利用できるのは、 
数秒から数マイクロ秒の間かもしれない」と述べた。 
「米国国防総省の AI 採用に関しては、常にスピード感
が足りないと感じている。私自身は、明らかな切迫感
を持っている。」

倫理と監視
多くの国が、AI 技術が将来、戦争だけでなく、政治や
独裁にも利用されることを懸念している。AP 通信 
によると、米国は米国の価値観に沿って人工知能 (AI) を 
配備することを宣言しており、米国国防総省は産業界や 
学界と協力して、人工知能 (AI) アプリケーションの倫

理指針を策定する作業を進め
ている。

レイセオン・テクノロジ
ーズ（Raytheon Technologies 
Corporation）の情報部門の
幹部、トッド・プロバート
(Todd Probert）氏は、2019 年 2 月、AP 通信に対して、
米国は「AI 技術を使ってプロセスをスピードアップは
しているものの、現行の指揮体系に取って代わるもの
ではない」と語った。彼の会社は、米国国防総省と 
協力して、様々な AIプロジェクトに取り組んでおり、
その中には、Mavenと呼ばれる、ディープラーニングや 
その他の技術を使って映像を分析し、実用的な情報を
得るためのプロジェクトも含まれている。

多くの西側諸国の政府は、これからも指揮系統に 
人間が介入することを維持し続けるとしている。しかし、 
軍の専門家の中には、今後、AI が人間の認知能力 
を超える可能性がある事を指摘し、慎重になるべきだ
との見解もある。リンクされた AI システムは、戦闘に
おいて、新しいレベルの自動化を実現可能にする。

「人間は、戦術から戦略への意思決定において独断
傾向にあり、チーム意識から離れがちだ」と王立空
軍諜報機関の空軍中佐であるキース・ディア（Keith 
Dear）氏は述べている。（エコノミスト 2019 年 9 月）

経済協力開発機構 (OECD) は、AI 技術の発展と活用
方法の指針として、2019 年 5 月に、AI に関する最初の
国際基準を導入した。米国などの 42 ヵ国が OECD の
原則に同意した。2019 年 6 月、G20 加盟国は OECDの
原則から導き出された人間中心の AI 原則を採択した。
一方、中国は、国家新世代人工知能ガバナンス委員会
を通じて、OECD と類似した独自の原則を発表した。 

2019 年 3 月、中国河南省
嘉市で行われた、人工知
能 (AI) アプリケーションを
使った顔データ収集プロジ
ェクトで、写真撮影のため
に並ぶ村の人たち。ロイター



ロイター

北朝鮮は、道路�走
行ミサイルをトン
ネル内の隠れ場所
から移動させる。

AI はデータストリー
ムを精査し、 
ミサイルの動きを検 
出する。

AI は、発射前の
動きに関する追
加情報の有無を
評価する。 

AI は、米国のアナリ
ストに対して 
自動的にアラートを
発動する。

司令官は情報を検
討し、軍事行動が
必要かどうかを判
断する。

その仕組み — 理論化されたステップ

米軍では、北朝鮮のミサイル発射などへの迅速な対応が必要な場合に、人工知能 (AI) で敵の 
ミサイルを特定し、標的にすることができるという考えが浸透しつつあり、AI 使用により国防を強化 
するための研究プロジェクト—一部は機密扱い—への資金提供も行われている。

米国の AI 利用推進

しかし、多くの専門家は、中国やその他のいくつかの
国々は、科学技術コミュニティにおける倫理的問題の
解釈が、国際的な規範とは異なっていることを指摘
し、懸念を表明している。例えば、中国はその技術 
の研究と応用において、不正データの広範な使用か 
らヒトおよびサル-ヒト交配種における遺伝子編集能 
力の実験に至るまで、多くの倫理的欠陥が指摘され 
批判を浴びている。

すでに、新疆ウイグル州のイスラム教徒の大多数を
占めるウイグル人コミュニティを監視するために、 
中国は AI での顔面・音声認識技術を使用している。この 
技術によって、標的者の動きを追跡し、個別のデータ
ベースを作成し、いわゆる再教育施設に送ることが可
能になる。こういったシステムを通じて、中国の少数
派差別が容認されている事が批判を集めていると、 
ニューヨークタイムズや他の機関が報じている。

監視国家
中国の経済成長が鈍化し、社会不安の兆しが見えつつ
ある中、中国共産党は 1,100 万人のウイグル人だけでな
く、一般住民に対する統制も強化しようとしている。
例えば、2016 年に中国は、「2020 年までに、すべての
地域をカバーし、すべてのネットワークを共有し、常
に利用可能で、すべての地点でのコントロールを可能
にする」ことを目標に、全国の映像による監視を強化
する、いわゆる「シャープ・アイズ（Sharp Eyes）」
プロジェクトを導入した。世界的なコンサルタント会社 
IHS Markit によると、当時、米国の 5,000 万台に対し、 
中国では、約 1 億 7,600 万台の監視カメラが街路、 
建物、公共スペースを監視していた。ロサンゼルスタ
イムズによると、カメラはすでに「北京のすべての街
区」を網羅していた。

中国はまた、社会的信用評価システムを強化するた
めにも AI を使用している。このシステムは、2020 年に

完全稼働を目標とする市民コントロールのための新たな
ツールである。このシステムはすでに部分的に導入され
ているが、非公開の方法論により、人々の行動を監視
し、スコアに基づいて収集したデータを分析し、旅行や
高級品へのアクセスを制限するなどの処罰を行う。

中国は、AI 技術を使用して少数民族とその大規模な
人口を制御しているだけでなく、そういった AI 機能を
他の権威主義体制や国際社会の国々に輸出している。

その一方で、米国政府は、米国における AI 規制の
枠組み作りに取り組んでいる。

「私たちは常に、市民の自由とプライバシーおよび
アメリカの価値観と一致する方法で AI を使用した 
いと考えている。はっきりしているのは、我々は中国

カリフォルニア州エドワーズ空軍基地で、空を舞う 3 つの無人航空
機。米国国防総省は、危険度が高い環境において、人との接触なし
に人工知能と協働する航空機を開発している。二等軍曹レイチェル・シモンズ

(RACHEL SIMONES）/米国空軍
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2019 年 8月の Center for Data Innovation の報告によると、米国は人材、
研究、開発、ハードウェアの分野で世界をリードしているが、 
中国は民間のデータ収集と AI の導入で優位に立っている。

人工知能ランキング

カテゴリー 米国 中国 欧州連合

絶対的順位 1 2 3

ランキングポイント 44.2 32.3 23.5

ランキングポイント（労働者の規模で調整） 58.2 17.5 24.3

AI 研究者数（2017 年） 28,536 18,232 43,064

トップAI研究者数（2017 年） 5,158 977 5,787

高被引用AI特許 28,031 691 2,985

PCT（特許協力条約）特許出願 1,863 1,085 1,074

100 万人あたりの高被引用特許数 170 0.9 12

AI 関連の論文数（2017 年） 10,287 15,199 14,776

ソフトウェアおよびコンピュータサービス企業の研究開発費支出トップ 100 
(2018 年） 62 12 13

上位 2500 ソフトウェアおよびコンピュータサービス企業の研究開発費（10 億米
ドル、201 8年） $77.4 $11.8 $10.1

AI 企業の買収件数（2000-2019 年） 526 9 139

AI 新規事業の数（2017 年） 1,393 383 726

100 万ドル以上の資金を受けたAI新規事業の数（2019 年） 1,727 224 762

固定ブロードバンド契約（百万、2018 年） 110 394 176

モバイル決済利用者数（百万） 55 525 45

AI 導入企業 22% 32% 18%

AI チップ設計企業数（2019 年） 55 26 12

半導体研究開発費におけるトップ 10 企業数（2017 年） 5 0 0

トップ 500 にランク付けされたスーパーコンピューターの数（2019 年） 92 219 116

出典：2019 年 8 月 Center for Data Innovation のレポート、“Who is Winning the AI Race: China, the EU or the United States?”（AI 競争に勝つのはだれか: 
中国、EU、それともアメリカ？) https://www.datainnovation.org/2019/08/who-is-winning-the-ai-race-china-the-eu-or-the-united-states/

のような監視国家にはなりたくないということだ」
と、AI 政策に関するホワイトハウスコーディネーター
のパーカー（Parker）氏は、Politico に語った。「一方
で、全く使用不可能なレベルまで過剰に規制すること
は逆に行き過ぎになる」

アナリストらは、中国における AI への熱意を停滞
させる他の要因も指摘している。例えば、AI 分野を確
立するためのツール作成の元となる理論に対しての国
家の貢献が欠如している事や、中国企業が基礎研究へ
の投資を躊躇っている事などが含まれる。

例えば、中国は AI ハードウェアで米国に遅れを取
っている。米国企業は現在、世界の AI 対応半導体 
チップのほとんどを製造している。中国はまた、「高度 

な AI システムをサポートできるコンピューティング 
チップの設計に関する専門知識」を欠いている、と 
西安交通大学人工知能ロボティクス研究所所長の鄭南寧 
 （Zheng Nanning）氏は、2019 年 8 月、学術誌のネイ 
チャーにコメントしている。

さらに、これまでの中国の投資規模のみでは、 
実際的な結果には結びついていない。「集中型アプロー 
チのマイナス面は、それが誤った目標である可能性が
あるにもかかわらず、ゴールへ迅速に到達してしまう
ことだ。アメリカのイノベーションエコシステムの利
点は、多くの優れたアイデアをそれぞれに深く掘り下
げ、どのアイデアが実を結ぶかを検証できることだ」
とパーカー氏は、Politico に語っている。
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AI ネクスト
米国国防総省の国防高等研究計画庁 (DARPA) は、
これまで、米国の主要な研究者やイノベーションセ
ンターと協力して、インターネットから GPS、自
動運転にわたり、革新のための技術を開発してき
た。DARPA は、展望ある研究や開発を AI 分野に応用
し続けている。2018 年、DARPA は、米国の AI 関連の
研究に 5 年間で総額 20 億ドルを助成する、AI ネクス
トプログラムを発表した。資金は、AI の次の波の先
導者に戦略的に割り当てられ、コンテキスト（文脈）
を理解し判断できるマシンの生産を目指す。

「AI ネクストでは、コンピュータを、専門的な 
ツールから、問題解決のためのパートナーに変えることを 
目的とした複数の研究投資を行っている」と DARPA
の責任者であるスティーブン・ウォーカー（Steven 
Walker）博士は述べている。「現在のマシンにはコン
テキスト推論機能が欠けているため、マシンのトレー
ニングにおいてはすべての不測の事態をカバーする 
必要がある。これはコストがかかるだけでなく、究極的 
には不可能だ。私たちは、機械がどのように人間の 
ようなコミュニケーションと推論能力を獲得し、新しい 
状況と環境を認識してそれに適応する能力を獲得でき
るかについて探求して行きたいと思う。」

Politico によると、DARPA の情報イノベーション
オフィスの副所長であるジョン・エベレット（John 
Everett）氏は、「私たちは、20 億ドルの予算の範囲内
で非常に広い範囲に渡る (どれも類似していない) プロ
ジェクトを支援し、将来頭角を現す可能性のある技術
に対して、多くの戦略的な挑戦を試みている。」と述
べた。「中国で研究に費やされる資金の多くは、パタ
ーン認識に使われているようだ。彼らは莫大な金額の
投資によって、パターン認識の腕を上げている。 

しかしながら、増加する支出へのリターンは減少して
いる。」

「技術が急速に進歩している今日の世界では、プロ
ジェクトを迅速に作成し、単なるアイデアから実践へ
と即座に移行させる努力をしなければならない。」と
ウォーカー氏は述べている。

前世代の DARPA の AI 研究はすでに成果をあげてい
る。例えば、DARPA は、敵の部隊の目標や動き、感情
を 5 時間先まで予測できる RAID (Real-time Adversarial 
Intelligence and Decision-making) ソフトウェアの開発
に成功している。RAID は、ゲーム理論を応用して、
問題をより小さなゲームに縮小し、解を得るのに必要
な計算負荷を削減する。最近のテストでは、この 
ソフトウェアは、スピードと精度の点で人間のプランナー 
を上回っており、米陸軍において使用可能な状態に近
づきつつある。 

米国のオピニオンリーダーは、米国の創意工夫と 
価値が今後の世界における AI の採用方法を形成する上で 
優勢になるとの、楽観的な見方を変えていない。

「米国が実際にその才能のすべてを引き出し、世界を
反映した国民性を受け入れるための方法を学べば、 
アメリカの個人主義、開放性、反骨精神、ヒューマニズム 
の伝統は、（STEM (science, technology, engineering and 
math：科学、技術、工学、数学) に対する国家的な執心
にもかかわらず）私的利益や公共権力ではなく、人類
への奉仕のために AI を利用するための絶好のチャンス
をもたらすでしょう。少なくとも中国よりはその 
ポテンシャルがあるはずです。」と、2019 年 3 月、 
ウェブサイト slate.com に掲載された記事の中で、デジタル 
時代の米国の再生を専門とするシンクタンク New America 
のアン・マリー・スローター（Anne Marie Slaughter）
社長兼最高経営責任者 (CEO) は述べている。o

着陸率向上のための、人工知能と 
機械学習ツールを組み合わせた 
高解像度カメラをテストする 
ヒースロー空港の航空管制技術者。 
AFP/GETTY IMAGES



フォーラム: 米国は、人工知能（AI）分野でのリードを
維持するために、何をする必要がありますか？ 

カストロ： 米国は、AI に関する包括的な国家戦略
を必要としています。これには、研究開発（R&D: 
Research & Development) 資金の増加、労働力と教育 
パイプラインにおけるスキル向上のための戦略的取り組 
み、外国人 AI 技術者を採用し維持するための努力、 
またより多くの AI 利用を可能にする規制や政策を策定
するための戦略的な尽力が含まれます。規制面では、
特に民間部門と公共部門の両方でデータの収集、 
使用、共有を可能にするためのポリシーの見直 
しが必要です。 

フォーラム: 米国の人工知能戦略についてどういった 
印象をお持ちですか？ 

カストロ： 現在の政権は、その努力にますます磨き
をかけています。行政命令によって最近開始された一
連の取り組みによって、連邦政府が将来の AI 事業の
基礎を築く戦略は、さらに有意義に改善されるでしょ
う。さらに、最近（2019 年 9 月）のホワイトハウスで
の AI サミットは、連邦政府機関が独自の AI 活動を 
追求する意欲と勢いを高めるための重要な役割となる
イベントでした。政府が、この事業には最高レベルの
支援が用意されていることを明確にしたので、より多く 
の政府関係者がこの分野を優先し始めるでしょう。 
また AI.gov の立ち上げも助けとなります。

フォーラム: 米国は、その戦略を今後どのように拡大し
て行けると思いますか?

カストロ： やるべき事はまだまだたくさんあります。 
1 つの例として資金の確保が挙げられます。他国の 
政府が AI 分野の研究開発に費やしている資金を明確に 
把握することは、不可能とは言わないまでも難しい 
ことですが、それでも決して少なくはないでしょう。 
議会は、民間セクターからの供給を補填するための 
追加の資金調達と共に、コンピューターサイエンス、 
およびその関連分野を支援するための既存、つまり 
「通常通りの」資金調達も優先する必要があります。 
また、特に、政府が指定した様々な AI 研究開発の 
優先事項に関しては、あらゆる機関を通じて確実に追跡 
する必要があるでしょう。AI に関する多くの研究開
発は、ナショナル・サイエンス・ファウンデーション

(National Science Foundation）ではなく、エネルギー
省、保健福祉省、運輸省、およびその他の連邦政府機
関からの支援によるものです。さらに、米国政府は、
研究においての協働を促進するために、世界中の同盟
国との共同出資の導入を検討する必要があります。

フォーラム: 米国の AI における競争力という観点か
ら、統合人工知能センター（JAIC）の重要性について
教えてください。

カストロ： 米国国防総省（DOD）の人材不足によっ
て、国防機関の実行力が制限されている現状において
は、JAIC は特に短期的な視点でとても重要です。統合
された専門知識によって、DOD はプロジェクトの 
優先順位を高め、スケーリングの問題解決にフォーカス 
し、DOD 内において AI によるイノベーション文化を
発展させることができます。

フォーラム: データ・イノベーション・センターからの
最近のレポートですが、その要旨について教えてくだ
さい。

カストロ： 米国は人工知能分野において初期的な 
リードを保っていますが、中国は急速に成長しており、 
米国が競争に必要なリソースを投入しない場合、現在の 
リードも意味がなくなってしまいます。米国が AI 分野
で遅れを取ってしまうと、その経済、国家安全保障、
および全体的なグローバル競争力に深刻な悪影響が出
る可能性があります。他の多くの国が AI 導入を優先事
項としており、米国もそうする必要があります。

フォーラム: アメリカが今でもあらゆる点で中国をリード 
していることは広く知られていますか？ 研究結果に 
何らかの意外性はありましたか?

カストロ： 中国は、いくつかの分野で私が当初考えて
いたよりも遅れています。しかしこれは現時点での 
印象にすぎません。私たちは最新のデータを参照して 
いますが、それでもいくつかは 1 年ほど前のものです。
ここ数年の間に、中国は目覚ましく進歩していて、 
両国の差は急速に縮まっています。その上、米国と中国 
はどちらも AI の軍事的利用に焦点を置いているので、
その研究の多くは公にされておらず、正確な比較は難
しくなっています。

しかし、最も重要な点の 1 つは、中国が AI の実践を
リードし、AI テクノロジーの試験的な導入を既に行っ
ていることです。そして世論調査によると、中国の 
国民は一般的に AI 導入について楽観的です。そのため、 
中国はさらに精力的に AI 導入を行っており、つまりは
追い風に乗っていると言えます。対照的に、米国の 
国民は AI について比較的ネガティブなイメージを抱いて 
おり、立法者は AI 技術の推進に対して慎重にならざる
を得ません。

フォーラム: この競争、特に軍事技術面での競争にお
いて、ロシアの立ち位置についてどうお考えでしょう
か？

AI 戦略
フォーラムは、データ・イノベーション・ 
センター（Center for Data Innovation）のディレク 
ターであるダニエル・カストロ氏にインタビ
ューを行い、米国のAI競争力について話を聞
いた。
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カストロ： ロシアも競争相手としては
無視できない存在ですが、中国、EU、
米国と同じ規模ではありません。それ
よりも、地政学的な観点から、ロシア
と中国が AI に関してより緊密な関係を
確立した場合、それが米国にとってど

う影響するかの方がより大きな懸念ですね。それが、 
米国がオーストラリア、カナダ、フランス、ドイツ、 
日本、韓国、英国などの同盟国と、AI 分野での緊密な 
パートナーシップを形成する必要がある理由の 1 つです。 

フォーラム: AI 分野において、欧州の立ち位置をどう
お考えですか？

カストロ： ヨーロッパは AI 研究の主要な勢力であ
り、AI 分野にその多くのリソースを投入しています。
経済的な観点から見ると、現在のヨーロッパは米国に
とってそれほど脅威ではありません。しかし、欧州各
国の指導者が AI 戦略を刷新して AI の商業化と導入にも
っと焦点を当てれば、彼らは大きなライバルになる 
可能性があります。

フォーラム: 中国は AI とデータの導入においてリード
していますが、最も深刻な影響は何ですか？

カストロ： AI の導入は業界を分断させる可能性があり
ます。ほとんどの国にとっての中国の脅威は、AI 開発
を主導しているというだけでなく、AI を率先して利用
することによって、金融サービスや保健サービスなど
のトレーディングにおいて優位性を持っているという
点です。中国は、その規模だけでなくその政策でも、
データという観点での競争において他の多くの国に勝
っています。それに加え、中国がデータ共有、特に 
政府部門のデータを民間部門と共有する機会を増やす
大きなチャンスは他にもあります。ですから、この点に 
おいても、米国のような国は、国内の改善に目を向け
るだけでなく、中国と競争するためには、同盟国との
国際パートナーシップの締結によって米国企業のグロ

ーバルデータへのアクセスを実現する必要があると認
識しなければなりません。

フォーラム: AI に関する国際的な倫理委員会は必要だ
と思いますか?

カストロ： AI の倫理に関する疑問の多くは、特定の 
状況を想定している事が多いのです。つまり、疑問の
多くは自動運転や信用取引のリスク判定などといっ 
た特定のシナリオで、AI がどのように使用されるかに 
関連しています。したがって、国はAI 倫理一般に 
ついて議論する決まった場を構築するのではなく、 
特に AI が変革的をもたらしている分野について、その 
倫理的影響を考慮しなければならないということを認識 
すべきです。しかし、これらの分野でも、AI そのもの
の倫理に焦点を当てるのではなく、そこで使用されて
いるより大きなシステムやプロセスの倫理に焦点を当
てるべきです。多くの場合、AI の倫理問題について、
人々は視野が狭くなりがちです。そして、特定の問
題に関連するもっと広い意味での倫理問題を無視した
り、あるいは実際に見えていなかったりします。 

フォーラム: いわゆるキラーロボットの禁止を確立する
という、国連やその他の国際的な取り組みについてど
う思われますか? 意思決定のプロセスには、人間の 
関与を残すべきだと思われますか？ 

カストロ： AI は、今後ますます軍事システムや防衛
システムに組み込まれて行くでしょう。この段階に来
て、AI 使用を禁止するような動きはやや見当違いに 
思えます。ほとんどの人が、その責任が曖昧なまま 
キラーロボットを世に解き放つべきかと聞かれれば、
ノーと答えるでしょう。しかしもっと複雑な問題、 
例えばどの程度の説明責任が必要か、どのような条件下 
で使用するべきか、そしてそれらの選択がどのような
影響を及ぼすかについて、結論を出していかなければ
なりません。幸いなことに、この問題を調査し、グロ
ーバルなコンセンサスと規範の設定に向けて取り組む
ための時間はまだあるでしょう。o

2019 年 1 月に、
ネバダ州ラスベガ
スで開催されたエ
レクトロニクス・
ショー
AFP/GETTY IMAGES
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FORUM イラスト

未来の

戦闘空間  
技術

アメリカ太平洋軍（現：アメリカインド
太平洋軍）がマルチドメイン・オペレー

ション、自動化、データ融合を推進
スティーブ・カチラ/USARPAC 将来部門（FUTURES DIVISION）
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南
シナ海周辺の未開発の島か
ら、Bat12 無人航空機システム 
(UAS) が広々とした野原から飛 
び立つ。カタパルトで発射した
戦術的な低観測・ステルス機は、 
海上のターゲットを捜索しながら
海上を進む。Bat12UAS の操縦士

は、米国陸軍の三等軍曹であり、受動電磁センサー
を搭載した高高度気球と、米国海軍アセットからの
データ送信をつなぐ別の気球から、指示を受けた。
どちらの気球もともに、数百キロ離れた海上から発
射された。ターゲッティング担当者（targeteer）で
ある、別の島にあるマルチドメイン・タスクフォー
ス（MDTF）本部に所属する陸軍一等軍曹は、 
カスタム人工知能（AI）と機械学習（ML）能力を利用 
して、航空アセットからのデータを海上ドローンの
センサーに統合した。 

Bat 12 オペレーターと MDTF ターゲッティング
担当者はどちらも厳しい条件下で動作する。両者と
も小部隊の浄水システムから水を飲み、飲料水を 
輸送する必要がない。どちらもマイクログリッド技術 
から電力を得ている。この技術は、バッテリーと
発電技術を組み合わせてスマートに配電および蓄
電することで可動性を実現し、赤外線サイン（heat 
signatures）を減らし、輸送およびその燃料の必要性
を大幅に減らす。自律型陸上車両とリード・フォロ
ー技術により、維持活動の人員要件が軽減される。

MDTF の分散したノードに物資を供給する軍
用水上艇には、電磁気室と通信室が装備されてお
り、MDTF の回復力に貢献している。いずれの 
航空機もUAS を発射するように構成したり、 
高機動砲ロケットシステム（HIMARS）の 
発射プラットフォームとして機能したりすることが
可能である。機内では、コンパクトな救急医療設備
が用意されており、外傷ケアチームや治療が必要な
負傷者を受け入れ、沿岸の水路にわたって輸送する
準備ができている。

陸軍管理センサーからのデータは、他の米国の 
サービスプラットフォームや宇宙アセットからの 
情報とともにMDTF およびインテリジェンス、 
情報、サイバー、電子戦、および宇宙（Intelligence, 
Information, Cyber, Electronic Warfare and Space）
(I2CEWS）G2 データ統合センターに送られる。 
陸軍の情報アナリストやデータ・サイエンティスト
は、海を渡ってデータを送信して作戦上の情報を 
待つのではなく、テラバイト規模のデータを数分で
構成して照合する AI/ML プログラムを構築し、維持し 
ている。MDTF は、そのデータを連合軍からの他の
情報供給と独立して比較して、マルチドメインの 
共通運用図（COP）と有機的な MDTF ターゲティン 
グ・プロセスを維持し、これにより、データを供給
するすべての COP が自動的に更新される。

Bat 12 は自らのターゲットを発見し視認し、民間船 
が近くにいないことを確認する。MDTF COP 

は統合任務部隊 COP を更新し、利用可能な射手を
探す一刻を争うようなターゲティング・プロセスを
開始する。その中でもこのターゲットに最適な武器
は、別の島にある MDTF の HIMARS マルチロケッ
ト発射システムである。別の UAS に提供される通
信リンクを使用して、MDTF はターゲット・デー
タを送信し、発射コマンドを出し、米国陸軍の長距
離対艦兵器を空中に一斉発射する。対砲火を避ける
ために、HIMARS 部隊は別の射撃位置に移動する一
方、I2CEWS アセットは、その移動を隠して保護す
るために非キネティック射撃を行う。

技術のための組織化
今日の技術の変化ペースは、米軍の研究プロセス、
開発プロセス、および取得プロセスに挑戦するも
のであり、有力な敵対者は技術を活用して、米軍が
克服しなければならない重要な能力を創出してい
る。2018 年の陸軍近代化戦略によれば、この問題に
対する米国陸軍の回答は、「今後戦場で任務を遂行
するための過剰な戦闘や能力を危険にさらすことな
く、陣形や能力の近代化を先延ばしする余裕はもは
やない」という認識に基づく、多面的なアプローチ
であるという。米国陸軍が行った最も重要な変更点
のうちの2つは組織と概念だ。組織的には、米国陸 
軍は研究機能、開発機能および取得機能を陸軍 
の技術マネージャーとして機能する陸軍将来コマン
ド（Army Futures Command）に統合した。概念的に
は、2018 年 12 月の米国陸軍訓練教義コマンドのパン
フレットによれば、「敵のアクセス拒否および 
エリア拒否システムへの侵入と破壊」と「サイバー、 
ロボット、自律システム、および人工知能（AI）など 
の新技術や、あらゆる領域に対抗できる敵を想定し
て、新たな戦略的コンテキストに向けて連合軍を拡
大する」ように設計されたたマルチドメイン・ 
オペレーション (MDO）を採用しているという。

米国陸軍は、米国陸軍太平洋（USARPAC）本部
に、最初の MDO 編成である MDTF のパイロットプ
ログラムの実施を命じた。幸いにも、USARPAC で
はすでに自らの将来部門（Futures Division）が、将

BAT 12 は自らのターゲット
を発見し視認し、 
民間船が近くにいない
ことを確認する。



来の概念と将来の能力に対処するために組織さ 
れていた。USARPAC 将来部門は、国家研究開発 
機関、産業界、シンクタンク、陸軍および国防総省 
の分析センター、同盟国、および合同部隊と 
特別な協力関係を持ち、USARPAC および米インド 
太平洋軍（USINDOPACOM）の演習、戦争ゲー 
ムおよび研究における実験機会を創り出してい
る。USARPAC は通信や陸上操縦を制限する環境 
下で活動しながら、MDTF が長距離精密砲火に対し
て組織的ターゲティングを実施する能力を向上させ
る方法を模索している。 

将来部門は自動化を試みており、滑走路に依存し
ない UAS の調整をテストして海洋波グライダーと 
相互作用し、空中自動感知機能と海上自動検知機能と 
を組み合わせ、データを比較対照して海上の接触を
明確に特定する方法を考案している。結果として生
じる海域認識によって、MDTF はホスト国や統合軍
と共通の活動状況を共有できるようになる。競争中
は、海域認識は国内法執行活動に貢献する MDTF の
能力に解釈され、競争や紛争が激化している際に
は、MDTF、統合軍、多国籍軍の敵から味方を識別
する能力と解釈される。より多くの無人の自律型プ
ラットフォームがリモートでの発射、制御、および
回収に対応できるようになると、将来部門は 
最低レベルでマルチドメイン・オペレーターの管理下にお 

く方法を見出すため、能力、容量、冗長性、致死性
が高まるであろう。 

時には、新しいテクノロジーに対する最良の 
対抗手段は古いテクノロジーだ。USARPAC の宇宙 
部と未来部は、気球、飛行船、ソーラー駆動の 
固定翼プラットフォームなどの高高度技術の開発に 
おいて、姉妹軍や他の戦闘部隊と連携している。
これらの技術によって、滞留時間とペイロード 
能力のために、かなりの受動的かつ能動的な知能、 
監視および偵察収集能力がもたらされ、敵対的 
ターゲッティングに重大な課題が生まれる。気球
は、近くの地形や船から、または MDTF 自体から
発射することができ、早期の警報、マルチドメイ
ンの共通運用図およびターゲッティング・プロセス 
にさらに貢献する受動的な視覚および電磁感知能
力を備えている。飛行船や固定翼プラットフォー
ムもまた、遠く離れた場所から発射したり回収し
たりすることができる。これらのアセットは、 
戦術や作戦上の通信能力を提供するために配備 
することも可能であり、他の統合軍や同盟軍と連
携する MDTF の能力を強化するか、もしくは敵対
的なアクセス阻止操作やエリア拒否操作によって
失われた能力を代替することができる。米国陸軍
と USARPAC は、MDTF をさらに促進させるため
に高高度技術を追求している。

米国兵士は、ケンタッキー州フォートキャンベル訓練場にて、 
テスト飛行中に RQ-11 無人航空機システムを発射する
SGT. アーロン・ドーハーティ/米国陸軍三等軍曹
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データ融合
MDTF が複数のドメインでセンサー・ 
プラットフォームを制御し、サービスや国のセンサーから 
データを受信できることから得られるメリットは、
真に有機的な見通し外のターゲティング能力を持て
ることであるが、そのデータがタイムリーな 
意思決定を行うために使用されるならば、莫大な 
データ処理費用が発生する。運用上の砲火のほとんどすべて 
のデータ融合は、キネティックや非キネティクのよ
うなものも、旅団よりはるかに高いレベルで発生す
るため、分析用にデータを送信して情報を発射者に
送り返す必要がある。燃料と水の輸送要件を削減す
るために物流技術が MDTF に統合されているよう
に、AI/ML が統合されてデータ輸送要件を削減し、
組織的な意思決定能力が改善される。 

戦術データチーム（Tactical Data Team）
は、MDTF のようなマルチドメイン編成での 
前線のコンピュータ処理の必要性に対処するため
に、USARPAC の協力のもと米国陸軍将来コマンド
および米国陸軍応用研究所が主導しています。 
データサイエンティストの小規模なチームがデータ入力 
の段階まで展開し、その場でカスタム AI/ML ソフト

ウェアソリューションを構築して、データの構造化
と分析を行う。このような前線でのコンピュータ 
処理機能によって、非キネティックおよび 
キネティックの両方で、MDTF 発射の適時性が大幅に向上 
する。さらに、適切な分析が行われる場所にこれらの 
発射を実施する当局が存在する必要があるため、 
この新しい AI/ML 機能は、当局が MDTF まで簡単に 
移動できるようにし、通信が拒否された際 
ミッション命令により効果的に対応できるようにする。

太平洋で戦い勝利するための MDO 編成に必要な
技術は数多くあり多面的であるため、戦闘機能の範
囲をカバーする。研究、演習、実験、および戦争ゲ
ームによって、極めて効果的であったテクノロジー
の用途がいくつか明らかになった。将来部門は、 
太平洋軍のニーズを評価し、USARPAC の技術マネー 
ジャーとして太平洋戦域における MDO の概念と 
適用を改善するという任務を継続しながら、これらの 
取り組みを設計し支援し続けている。o

米国陸軍のテストは、アラバマ州のレッドストーン・アーセナル
にてパトリオット・ミサイルを発射する。地上配備の移動式迎撃
ミサイルは、最先端の技術とベテランの技術を組み合わせて、 
航空ミサイル攻撃を抑止、防止、撃退する「陸軍航空・ 
ミサイル防衛 2028」構想に含まれている。

Bat 無人航空機システム
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ンド太平洋地域の多くの軍事組織 
にとって、軍事力を近代化 
するには外国の軍事機器の購入が 
ある程度必要であり、米国では
そのためのハードウェアおよび
テクノロジーの購入を求める声

が高まってきている。
ストックホルム国際平和研究所（SIPRI）

によると、2014 年から 2018 年の間に、米国、 
ロシア、フランス、ドイツおよび中国が 
この順で上位 5 位にランクインした。合わせ
て、これらの国はこの期間中の総武器輸出量
の 75% を占めた。そのうち、輸出の 3 分の 1 
以上、つまりは約 36％ が米国からのものだ。 

政府間の武器輸送や米国製の防衛装備・ 
技術の商業輸出認可の大半を監督している米国 
国務省の政治軍事局による、2019 年 5 月号の
声明によると、「米国は、世界中の同盟国や
パートナーを強化し、合法的な自衛のニーズ
を満たし、共有のセキュリティの課題に対処
するために、米軍の傍らで活動する能力を 
向上させると約束している」という。

武器の販売と防衛取引は外交政策の主要な
ツールであり、地域の安全保障に長期的な 
影響を与える可能性がある。それゆえに、米国 

国防総省（DOD）は、いかなる国に対しても
軍事装備やテクノロジーを提供することを 
決定する際政治的、軍事的、経済的、軍備 
管理、人権などの諸条件を考慮するのだと、
国防総省は述べている。 

ドナルド・トランプ大統領がより多くの武
器をより迅速に海外に販売することを承認し
たため、米国は 2018 会計年度に 556 億ドル 
相当の武器契約を同盟国と締結し、2017 年と
比べて 33％ 増加した。2019 会計年度の最初の
第3四半期の終わりまでに米国の対外武器販 
売契約は 441 億ドルに達した。

SIPRI の報告書では、世界の武器供給国上
位 2国の格差も拡大していると指摘している。
米国の武器の輸出は、2014 年から 2018 年 
の間にロシアの 75% 増加したが、過去 4 年間
では 12% しか増加しなかった。

「米国は、世界の主要な武器供給国とし 
ての地位をさらに固めた」と、SIPRI の 
武器軍事支出プログラム（Arms and Military 
Expenditure Programme）の責任者である 
オード・フルラント（Aude Fleurant）博士は述 
べ、米国の輸送は、戦闘機、短距離巡航、 
弾道ミサイル、誘導爆弾などの先進兵器で構成 
されているという。

イ

諸国は他国の装備やテクノロジーを購入する際 
購入プロセスの安全性を考慮する必要がある

FORUM スタッフ

力
購買
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SIPRI のデータによると、中国は上位 5 位
を占めているが、武器輸出の割合は近年大幅
に減少している。2004 年から 2008 年の間、 
中国の武器輸出は 195％ 増加した。2014 年 
から 2018 年の間、中国の輸出の増加はわずか 
2.7％ だった。

対外有償軍事援助（FMS）は複雑な 
システムであると、米国陸軍安全保障支援軍
(USASAC）の司令官を務めるジェフリー W. 
ドルシャル（Jeffrey W. Drushal）少将は 
コメントしている。同氏は 2019 年にハワイの
ホノルルで開催された LANPAC（Land Forces 
of the Pacific）のシンポジウムと博覧会 
において、このテーマについて講演した。 
米国は、適切な種類のサービスに適切な 
入札を行うためにパートナーと段階的に 
協力しており、USASAC は米国陸軍の 
FMS の約 95％ を実行している。

プロセスの完全性を維持することとまった
く同じであり、それによって米国はそのよう
な需要の高いパートナーになる。

「米国から購入すれば、すぐに壊れてお
蔵入りになるヘリコプターを購入することは
ないでしょう。完全なパッケージを手に入
れることになります。」と、ドルシャル氏
は LANPAC 期間中に語った。「完全なパッケ
ージにはスペアパーツが含まれます。出版物

も含まれます。保守訓練も含まれます。購入
した最終品目の使用方法に関する訓練も含ま
れます。これらすべては 1 つにまとめられ、
国が検討する総合パッケージに含まれていま
す。」と述べる。

USASAC は、購入希望者が必要な機器の 
詳細とその目的を具体化できるよう、依頼書の 
チェックリストを使って FMS プロセスをわか
りやすくする。依頼書は次の条件を満たす 
必要がある：
•	資金源の特定 
•	依頼書を提出している国内兵役（陸軍、 
海軍、または空軍）の特定

•	依頼されている機器またはサービスの種類
の特定

機器の使用目的や希望する期間、サービス
の場所に関する追加の詳細も提出する必要が
ある。

ドルシャル氏は、USASAC が受け取る 
フィードバックの第 1 位は、FMS プロセスが遅す 
ぎることだと認めた。

「契約には非常に長い時間がかかります」 
 「米国 FMS を利用する利点の 1 つは、契約 
プロセスの完全性です。」同氏はまた、 
相手国が購入プロセスをスピードアップ 
する方法がないかとしばしば質問してくると

米国陸軍安全保障支援軍

タイ陸軍司令官 
アピラット・ 
コンソンポン（Apirat 
Kongsompong） 
大将（左）と米国海
軍司令官米国イン
ド太平洋軍の 
フィリップ・S・ 
デビッドソン 
 （Philip S. Davidson） 
司令官は、2019 
年 8 月、ストライ
カー車両を運ぶ
C−17グローベマ
スター航空機をバ
ンコクのドンムア
ン軍事空港で出迎
えた。
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いう。「少し時間はかかるが、最終的には 
正しい結果が得られ、その結果は、論争の余地 
がなく、汚職の影響がない」という。

南シナ海を含むインド太平洋地域での緊張
の高まりや、太平洋地域やその他の地域での
影響力拡大を目指す中華人民共和国の動きに
よって、米国はインド太平洋地域のパートナ
ーに対して FMS の継続的な増加を促す可能性
が高い。

Military Embedded Systems 誌によると、 
 「南シナ海での緊張の高まりと、老朽化した 
軍装備品の資本構成を改める必要性によって、 
東アジアおよび太平洋地域からの航空機および 
防空設備の購入が推進されています。」とい
う。「近東および南アジアでは、より高度な
空軍および地上部隊に対する一般的な需要が
あり、米国製品を貪欲に求めている。」と述
べる。

市場調査会社フロスト・アンド・サリバン
(Frost＆Sullivan）は、米国国防総省の FMS 市

場が 2015 年から 2021 年の間に年平均で
約 3.4% 成長し、最も需要が高く納入された 
アイテムは、地上配備の防空兵器、戦闘機、 
訓練サービス、戦術車両であると予測している。 

この需要に応えるため、USASAC は各同盟
国にカントリー・プログラム・マネージャー
を割り当てている。チェックリストが完了 
すると、特定の行動要件を満たしてテクノロジ 
ーを移転することが可能である。USASAC の
代表者らは、ドルシャル氏が「操作性の塊」
と呼ぶ言語、手順、トレーニングのニーズに
対処する。 

ドルシャル氏は地政学的な情勢がさらなる
要求に拍車をかけることを承知しており、彼
のチームは、パートナー諸国が新たな能力を
構築するのを引き続き支援する用意がある。
「米国の防衛製品の需要は下がらないでしょ
う。」と、ドルシャル氏は LANPAC でコメ
ントしている。「ますます上がっていくだけ
だ。」o

「米国から購入すれば、すぐに壊れてお蔵入りになるヘリコプターを購入す
ることはないでしょう。完全なパッケージを手に入れることになります。」

– ジェフリー・W・ドラシャル少将

ストライカー戦闘
車両の到着後、
そのうちの 1 台
を点検するタイ
陸軍司令官アピ
ラット・コンソ
ンポン（Apirat 
Kongsompong）
大将

米国陸軍安全保障支援軍
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軍と安全保障部門がセーフガードを統合
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ソ ーシャルメディアの国際的な機関で
ある WeAreSocial.com による 2019 年
のデジタル・レポートによると世界
人口のほぼ半数が日常的にソーシ 
ャルメディアを利用している。依然と 

して個人的なつながりが、ソーシャルメディア 
を利用する最大の理由であるが、市場調査会社
の GlobalWebIndex が 2018 年に行った調査で
は、電子商取引や調査などの個人のつながり以外
を理由とした利用が過去5年間で大きく成長して
いる。

GlobalWebIndex のインサイト・アナリストであ
るオリビア・バレンタインし（Olivia Valentine）氏
は、「個人的な交流がメインではなくなり脇役にな
りつつある」と語る。「これまでは社交の場に入る
ことのなかった目的主導活動が、今では消費者を惹
き付けている。」

2012 年にイスラエルとハマスの争いが Twitter に
まで及んだことを受けて、軍と安全保障部門が 
ソーシャルメディアを軍事活動のツールとして利用を
開始した。オンライン・プラットフォームが戦場と
化す、と LikeWar:The Weaponization of Social Media P. 
W. シンガー（P. W. Singer）、エマーソン T. ブルッ
キング（Emerson T. Brooking）で述べている。

LikeWar のウェブサイトでは、「戦争と政治が 
インターネットを変えたように、ソーシャルメディア
の武器化を通じてインターネットが戦争と政治に変
化をもたらす。」「テロリストが自分たちの攻撃を
ライブ中継し、『Twitter 戦争』が現実世界に犠牲
者を出し、口コミによる誤った情報が争いの行方の
みならず、国家の運命そのものをも変えてしまう。
戦争、テクノロジー、政治が混ざり合い、スマート
フォン上で展開される新たな戦場へと変貌を遂げ
た。」と記載がある。

ソーシャルメディアは、長いあいだ広報機関に
よって管理されてきた。しかし、情報共有と情報収
集のニーズから、情報作戦、諜報活動、災害・危機
管理などの他の分野にまで拡大している。情報を使
った作戦が可能となり、さらには情報を兵器として
利用できるようになったことで、情報を一般公開す
るために行われるデータの消去が広報機関では手に
負えなくなってきているのである。

ソーシャルメディアをコミュニケーションの主
要なプラットフォームとすることは、これに伴う懸
念やリスクを鑑みても、組織にとっては魅力的であ
る。少なくともソーシャルメディアが近い将来なく
なるということはない。正しく運用すれば強力な武
器となるだろう。

計画性の欠如による最大のリスク
情報の運用では、特に災害管理やテロ対策の分野に
おいて、タイムリーなリリースのための情報の消去
にかかる人手が不足しており広報機関では処理しき
れない。これら機能的な分野において、複数のソー
シャルメディア上の情報を追跡、維持、解析し支援
するだけの人員を擁する広報機関は稀である。

2018 年 11 月に開催された軍と防衛部門における
ソーシャルメディアに関する会議で、米国陸軍の 
デジタル通信専門家は、「ライフルを持たせずに戦場
へ兵士を送り込むことはない」と述べ、ソーシャル
メディアのアカウントで作業する兵士たちを 
訓練することの重要性について説明した。

ビルマのヤンゴンにある喫茶店でスマートフォンを使用する男性達。
AFP/GETTY IMAGES

メアリー・マルコビノビッチ（MARY MARKOVINOVIC）/ダニエル・K・イノウエ・アジアー太平洋安全保障研究所



48 IPD FORUMFORUM

高まるソーシャルメディア上のプレゼンスに対
するニーズに対応するには、明確な計画と訓練が 
不可欠となる。軍や安全保障プログラムにソーシャル
メディアや他のアプリケーションを利用する場合、
以下の項目を決定しなければならない。

•	目標はなにか？
•	情報の質や配信方法について、視聴者は何
を期待するか？

•	目標の達成や期待に応じるための、 
リソース不足をどのようにして克服するか？

•	どのようにして視聴者とか変わっていくの
か？

•	言語障壁をどのように解決するのか？
•	プログラムを実施するのは誰か？ 
どのような訓練を提供するのか?

•	どのような方針およびプロセスが必要となる
か？タイムリーに情報をリリースするための
承認手続きを如何にして効率化するか？

•	ハッカーからアカウントを守るためにどの
ようにアカウントのメンテナンスを行うの
か？

•	プログラムの効果をどのように追跡して 
検証するのか？

肝心となる柔軟性
Facebook は世界の社会情勢を支配しつづけてお
り、ミャンマー、インドネシア、フィリピン 
などの地域では今でも大きな影響力をもっている。 

しかし特にアメリカでは、若者を中心に Facebook 離
れが進んでおり、代わりに Instagram や Snapchat へ
とシフトしている。また多くの人が Google を 
使わずに、YouTube をメインの検索エンジンとして利用
している。これは、仮想世界において文字による 
情報と同様に質の高い映像が重要であることを意味し
ている。

一方、中国ではソーシャルメディアのような 
プラットフォームは規制されている。中国において 
主要なソーシャルメディアであるテンセントが国民の
日常に浸透し続けている。これには政府による承認
と監視が伴う。このように特定の人々にとっては 
情報へのアクセスが制限されているため、対象となる
ユーザーだけではなく、対象者が物理的にまたは 
仮=想的にどこにいるのかも把握することが重要となっ
てくる。

メッセージの拡散
多くのソーシャルメディアが情報の流れを利益に 
つなげる方法を知っている。その結果、Facebook 
ページ上の単純な投稿はほとんど、あるいはまったく
影響力を持たなくなっている。単純な投稿は、 
ユーザーが購読者であっても、ニュースフィードに自動
的に表示されることはなくなっている。投稿内容を
意図した相手に届けるためには、発信者がユーザー
とのエンゲージメントを構築しなければならない。
このためには、全てのコメントに返信したり、会話
をするために質問をしたりする専属の人員が必要と
なってくる。

ソーシャルメディアで流れる偽ニュースを認識するための 
講義に参加するフィリピン軍兵士。AFP/GETTY IMAGES



49IPD FORUMFORUM

お金を支払って投稿内容のプロモーションを 
してもらう方法もある。お金を支払って、ソーシャル
メディア上で情報をプロモーションするという概念
は国によって異なる。米国では、求人サービスに限
りソーシャルメディアでのプロモーションに対価を
支払うことが認められている。結果、軍隊の 
広報機関は多くがソーシャルメディアでの 
エンゲージメント率が低下し、オーガニック 
エンゲージメント（無料でファン層を獲得すること）
に専念することを余儀なくされている。

ソーシャルメディアと災害管理
多くの政府は災害対応時に情報伝達を支援する 
アプリを準備している。中には連邦政府レベルで運用さ
れるものもある。地理的に広範囲にわたる地域で
は、都市レベルで運用されるものも数多くある。

例えば、2014 年にフィリピン政府はフィリピン
を拠点とするオンラインニュースサイト
の Rappler と提携し Batingaw という情報共有アプ
リを開発した。以来、metro Manila のように特定
の分野や地域を支援するアプリが数多く出回るよ
うになった。

悪い情報の共有は、ソーシャルメディア上の 
リスクがある。しかし、これよりも高いリスクとな
るのが情報共有の欠如であり、ユーザーの期待に
応えられない状況である。

ユーザーの期待に応えるには、政府の承認 
プロセスでは遅すぎることが珍しくない。2018 年の
ハワイ・ミサイル危機の際、ハワイ緊急事態管理局 
(HEMA: Hawaii Emergency Management Agency)
はテレビや携帯電話の警報を通じて、差し迫った
攻撃に関する情報を共有した。誤報だと認識され、
危機が去った旨のメッセージをリリースする承 
認を得るまでに 15 分を要した。HEMA は、最初の
情報発信から 17 分後に Twitter で、誤報を流した 
同じチャンネルで 45 分後に訂正した。当局が公式声
明を発表するまでに 38 分かかったと多くの 
ニュースで報じられた。 

平常時であれば 30 分というのは迅速な対応と思
えるかもしれないが、危機的な状況ではこれが耐え
難く長く感じるのである。民衆はこの誤報そのもの
に不満を抱いていたが、訂正や有益な情報の共有が
遅れたのは、政府が自身を守ろうとするためだと
考えられ、このことでさらに強い不満を抱くことに
なった。

特に政府が公表した情報に不信感が持たれている
状況で、この情報共有サービスに参入する非政府 
組織 (NGO) も現れてきている。NGO の支援は 
有益だが、特に人員に制限がある場合、情報共有の責
任を第三者機関に委託するということになる。

ソーシャルメディアの今後
WeAreSocial.comによるレポート "Social in 2028" に
よると、ソーシャルメディアの利用は今後も進化を
続けていくことになる。WhatsApp や Snapchat の 
ようなメッセージングプラットフォームは今後も普及
を続けていく。仮想現実や拡張現実は、ユーザー 
体験に変化をもたらし続けるであろう。Facebook が、
その他のプラットフォームを凌ぎスーパープラット
フォームになるという主張がある一方で、ソーシャ
ルメディアが職場や家庭での基本的なアプリケーシ
ョンに統合されることでネットワーキングそのもの
が変わっていくと予測するものもいる。

プライバシーの問題や、政府や企業による統制
も議論が続いている。中には利便性のために 
プライバシーを犠牲にするユーザーもいるが、 
それでも政府がソーシャルメディアを統制して国民
を監視することに対する強い懸念は残り続けるで
あろう。

ソーシャルメディアの管理について、3 つの方向
性がある。米国では、企業の利益を優先する傾向に
ある。一方、欧州連合の政策では、企業の利益より
も個人のプライバシーが尊重される。また一方で、
中華人民共和国の方針は政府が包括的にソーシャル
メディアを管理することである。

ソーシャルメディアについて特定の政策が世界
的な規範となることはないだろう。統一的な政策が
展開されるにせよ、無数のアプローチが展開され
るにせよ、軍事・安全保障部門が留意すべきこと
は 1 つである。ソーシャルメディアが消え去る可能
性は低いということだ。o

中国のインスタント・メッセージ・プラットフォームで 
ある WeChat は政府によって監視されている。AFP/GETTY IMAGES

プライバシーの問題や、政府や企業による統制も議論が続いている。 
中には、利便性のためにプライバシーを犠牲にするユーザーもいるが、
それでも、政府がソーシャルメディアを統制して国民を監視することに対
する強い懸念は残り続けるであろう。
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国共産党（CCP：Chinese Communist 
Party）がソーシャルメディアの皮肉の達
人になりつつある。国内では、中国共産
党は自国民に Facebook を禁止し、外部の影

響を遮断している。 
国外では、中国共産党が Facebook を擁護し、その 
プロパガンダを発展途上国に広めている。国内外の両方の 
慣行が、権威主義政権が中国国外の政党についての話
をコントロールするのに役立っているようだ。

エコノミスト誌の 2019 年 4 月の分析によると、 
中国国民が合法的に利用できるのは、中国共産党 
が厳しく監視している WeChat や Weibo など 
の Facebook の競合サービスだけだが、中国共産
党は世界中でトップ 4 のメディアサイトを運営し
ており、Facebook に最も多くのフォロワーがいる
という。中国政府が運営するニュースサイトであ
る CGTN、チャイナ・デイリー（China Daily）、 

人民日報（People's Daily）、新華社（Xinhua）
は、Facebook のフォロワー数ランキングが 
世界でトップのニュースサイトである。唯一 
中国系でないメディアサイトでトップ5に入るの
は BBC で、Facebook フォロワー第 5 位である。
同紙によると、中国は第 6 位の環球時報（Global 
Times）も運営している。

中国共産党は中国で Facebook をブロックするた
めに、「万里のファイヤーウォール」として知られ
る大規模なウェブフィルタリングシステムを使用し
ている。このシステムは、Twitter や YouTube、 
人権サイトなどさまざまなサイトもブロックする。
また、中国では 200 万人以上のサイバー警察が 
 「要注意」となる内容を検閲しているとの報道もある。

しかし、専門家の推定によると、中国では
約 300 万人が迂回ツールを使って Facebook に 
アクセスしており、これは人口の 0.2% に満たない。 

中

中国共産党の 
二重のフェイスブック政策

二重
の抑え込み

FORUM イラスト
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中国政府がコントロールする WeChat は、テンセント 
(Tencent：騰訊）のインスタントメッセージアプリと
してスタートし、独自のエコシステムへと発展した中
国における主要なソーシャルメディア・プラットフォ
ームである。中国のテクノロジーに関するニュース 
を提供する中国に拠点を置く組織 TechNode による
と、2018 年 3 月までに世界中で 10 億人以上の月間 
アクティブユーザーを集めた。9 億人以上のユーザーが 
中国国内にいると専門家は推定する。

一方、中国政府は Facebook を通じて世界中の 
3 億人近くと繋がっている。エコノミスト誌によると、 
中国共産党のトップサイトである国営の CGTN に
は 7,700 万人のフォロワーがいるという。同誌による
と、アフリカ、ラテンアメリカ、東南アジアの多くの
発展途上国では、Facebook ユーザーの最大 30% が中
国系ニュースサイトを少なくとも 1 つはフォローして
いるという。例えば、アフリカの Facebook ユーザー
の少なくとも 8% は、中国共産党が運営するニュース
ページをフォローしている。

2018 年、中国共産党が運営するニュースページ 
には、Facebook 上で 3 億 7000 万件のいいね！、共有、 
コメントがついた。これは、ロシアのネット荒ら 
しが米国の選挙中の 1 年間に関与した 4,000 万件の 9 倍
以上にあたるとオックスフォード・インターネット 
研究所は報告している。

中国の Facebook の数字の伸びは速すぎるように 
思える。予想外の成長率のため、Facebook は不正行為 
を疑い、調査を開始した。裁判所に提出された書類
によると、2019 年 3 月、偽の Facebook と Instagram の
アカウント、いいね、フォロワーを販売した容疑
で Facebook 社が中国企業 4 社を告訴している。

当該企業は Facebook や Instagram に加え、Twitter、 
Snapchat、YouTube、LinkedIn、Google Voice といった 
他のプラットフォームの偽アカウントセットなど、 
さまざまなサービスの詰め合わせを提供していると、
原告は言う。また、米国の技術系オンライン出版社 
である TechCrunch によると、「『いいね!』 
 『コメント』『友達』などを増やすように設計されている」 
サービスの宣伝もしているという。技術系ニュースサイ 
トのザ・ヴァージ（The Verge）の報道によると、 
当該企業は偽のマーケティング資料も使用している

原告によると、Facebook と Instagram は 2018 年 1 月
から 9 月の間に 21 億件の偽アカウントを無効化した
が、これはまだ始まりに過ぎないかもしれないとい
う。Facebook は、「訴訟を起こすことで、この種の 
詐欺行為が許されないこと、そして、私たちのプラット 

フォームの健全性を守るために強力に行動することを
強調したい」との声明を出した。

ニューヨーク・タイムズ紙は、2019 年 8 月、フェイ
スブックとツイッターが「中国発のアカウントが組織立
って、香港の抗議者たちを暴力的で過激なものとして 
描写したメッセージや画像を増幅させた」と主張したと 
報じた。例えば、中国に紐づいたアカウントが Facebook に 
抗議者たちを ISIS 戦士と同等とする投稿をした。

Twitter は 936 のアカウントを削除し、Facebook は
香港抗議者に対する中国の偽情報キャンペーンに関与
した7つのページと、3 つのフェイスブック・グルー 
プおよび 5 つのアカウントを削除した。

Twitterは、「これらのアカウントは、香港での 
抗議運動の正当性や政治的立場を損なわせるなど、 
政治的な不和を意図的かつ明確に導こうとしたものであ 
る」との声明を出した。「集中的に調査したところ、
私たちはこれが組織的に国家が支援する作戦であるこ
とを裏付ける信頼できる証拠を持っている。」

ネット上で外国人に影響を与えようとする中国共産党 
の動きは、ソーシャルメディアサイト上での 
プロパガンダやデマだけではない。オープン・ 
テクノロジー・ファンド（Open Technology Fund）
の研究員であるバレンティン・ウェーバー（Valentin 
Weber）氏の最近の報告によると、中国の検閲と監視
の技術は 100 ヵ国以上に輸出されており、インターネ
ットを厳重に政府が管理するという中国共産党のビジ
ョンを蔓延させ、標準化させている。 

更に、中国共産党は他のプラットフォームも標的にし
ている。例えば、米国のニュース・ウェブサイトである 
バズフィード・ニュース（BuzzFeed News）が 2019 年 3 月に 
報じたところによると、米国のソーシャル・ニュースの 
集約やウェブ・コンテンツのレーティング、ディスカッシ 
ョンのためのウェブサイトである Reddit が、中国の 
ネット荒らしに関して同様の問題を抱えている。Reddit は 
215 ヵ国以上に 3 億 3,000 万人のユーザーがいる。

中国政府が支援するユーザーが Reddit でプロパガンダ
を広め、反中国共産党メッセージを抑圧している。管理人
やユーザーは、「新しく作成されたアカウントから、中国
に批判的なものをすべて否定したり、共産党寄りの意見を
押しつけるスレッドを大量に作成したり、中国を批判する
人を攻撃したりする投稿が増えている」のを目にしてい
る。バズフィード・ニュースのウェブサイトによると、 
「天安門事件やファーウェイ、中国政府がカルトに分類し
ている宗教団体法輪功など、要注意とされる話題に関する
スレッドがすぐに親中アカウントによって抑え込まれる。」

親中アカウントの増加は、これまでのところ「最
も活発で攻撃的な」成果である。「親中国共産党の 
成果によりロシアのどんな活動も影が薄くなっている」 
と Reddit の管理人がバズフィードに語っている。

同管理人は、中国共産党の活動は、中国に対する
否定的な見方を減らすことだけに留まらないと述べ
た。「共産党寄りの話を後押ししたり、一帯一路のよ
うな習近平の試みを賞賛するコメントや記事を、組織
的な取組みやボットが増やしている。

「皮肉なことに、我々の報道の自由と開かれた 
インターネットは、敵によって民主主義を破壊するのに 
利用されてしまっている。」 o

2018 年、中国共産党が運営するニ
ュースページには、Facebook 上
で 3 億 7000 万件のいいね！、共有、 
コメントがついた。これは、ロシアの
ネット荒らしが米国の選挙中の 1 年間
に関与した 4,000 万件の 9 倍以上にあ
たる。
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海軍参謀副長官で
あるアフマッド･
タウフィックロ
フマン（Achmad 
Taufiqoerrochman）

中将は、2018 年 10 月からバダン・
キーマナン・ラウト・レプブリク・ 
インドネシア (BAKAMLA: Badan Keamanan 
Laut Republik Indonesia) として知られるイン
ドネシア海事安全保障機関の長官を務めている。

タウフィックロフマン中将は、1985 年にインドネシア 
海軍陸軍士官学校を卒業した後、執行役員に任命 
され、水上艦艇に従事し、対潜戦を専門とした。彼は
いくつかの船舶、護衛小艦隊、および艦隊の訓練を 
指揮した。彼の任務における働きは高く評価され、 
出世を早めた。また、海軍将官としては、海戦対策長
と艦隊司令官を務めた。彼は、2011 年にメラプティ
(Merah Putih：赤と白）タスクフォースを率いて、ソ
マリアの海賊に襲われたインドネシアのばら積み貨物
船、M/V シナル・クルドゥス (M/V Sinar Kudus) 号の
乗組員を救出した。

デュタ・サムドラ・タスクフォース（Duta Samudra 
Task Force）は、この地域における他のタスクフォース、 
特に統合タスクフォース 151 と共同して活動して 
おりインドネシアの海軍と陸軍の特殊部隊から支援を
受けていた。2011 年に将官に選出された後、タウフィ
ックロフマン中将はインドネシア海軍兵学校の副知事
となり、2014 年には知事、2015 年には西部艦隊の最高
司令官になった。在任中は、「西部艦隊緊急班」を 
創設して、マラッカとシンガポール海峡での武装勢力に 
よる強奪や海賊行為の撲滅に貢献し、6 ヵ月経たない
うちに、制圧に成功した。

タウフィックロフマン中将 
の指揮の下、BAKAMLA は 
国内および国際的な海洋コミュ
ニティから信頼される、専門の
海事安全保障機関を目指してい

る。BAKAMLA は、強く自立した
主権者としてのインドネシアの実現を

目標とする。2014 年に発足したこの機関
は、最高指導者がインドネシア海軍の長官に 

よって選ばれているものの、インドネシア国軍の一部 
ではない。 

BAKAMLA の使命は、インドネシアの領海および 
管轄水域で安全を維持し、群島国家であるインドネシア 
の代表として振舞うこと、世界の海洋中心地の守護者
になることにより、海事国家としてのインドネシアの
アイデンティティを強化すること、そして国益を保護
するため、インドネシアをより強力な海事国家にする
ことである。

同組織の主な役割は、違法漁業や麻薬密輸を 
含む海洋での違法行為を防止、または取り締まるた 
めにインドネシア海域において海上パトロールを
行うことである。BAKAMLA は 1,000 人以上の人員
を有し、小型から 110 メートル長までの海上航行船
を 36 隻持ち、さらに 15 の監視ステーションが含まれ
る 3 つの基地であるバタムの西部ゾーン基地、マナド 
の中央ゾーン基地、アンボンの東部ゾーン基地を 
持つ。

大統領直属であり、政治・法務・治安担当調整省 
の管轄であり、運輸省管轄のインドネシア沿岸警備 
隊とは分離されている。BAKAMLA は、大統領令により 
設置された違法漁業撲滅タスクフォースの関係機関で
ある。
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フォーラム：数多くの重要な任務での経験を経
て、あなたはインドネシアの海事安全保障機関の
長官に就任しました。BAKAMLA の使命と、これま
で組織をどのように変革してきたかについてお話
しいただけますか？ 

タウフィックロフマン中将：2018 年、シンポジウム
(第 23 回 US ネイバル・ウォー大学国際シーパワーシン
ポジウム）のためにロードアイランドに滞在していた
時、インドネシアの大統領から BAKAMLA の指揮を取
ってほしいという電話がありました。帰国後、私は 
大統領の補佐官に会い、BAKAMLA を率いる人間として 
私を選んだのは間違いではないかと尋ねました。なぜ
なら、私は海軍で34年間、常に戦闘部隊にいたからで
す。戦闘の任務から法執行機関での仕事へ頭を切り替
えるのは困難です。ミッションが攻撃から防護に変わ
るわけですから。マインドや考え方を変えるのは難し
いのです。しかし、大統領は私が BAKAMLA をリード
し、組織をより良くして欲しいと仰いました。私は 
命令に従い BAKAMLA に来ました。

まず最初に、組織の現状について知る必要があり 
ました。これまでそれについて考えたことなどありま
せんでしたから。そして、BAKAMLA を結成し、 
インドネシアの沿岸警備隊として機能させるという大統領 
令について知りました。また、隊全体を対象とした 
研修施設・研修プログラムを整備するという命もありま 
した。私たちは、沿岸警備隊とは何かを定義する必要
がありました。そして、米国沿岸警備隊（USCG:U.S. 
Coast Guard）が、200 年以上も存続し、最も経験豊富
な海事警備隊であることを知りました。

USCG のマニュアルの最初のページを開いてみる
と、USCG は米国の7つの制服化された組織のうち
の 1 つであると書かれていて、とても興味深いと感じま
した。「制服化された組織」とは何だろう？と思いまし
た。そして私は、それが法と法執行機関のための仕事を
指しているのだと気づきました。私は、BAKAMLA の
沿岸警備組織としてのアイデンティティーを確立するた
めに、長袖のバティックとサファリスタイルの制服を変
えました。最初のステップは、新しいユニフォームを 
通して人々の心を変えることでした。現在は、夏用の正装 
ユニフォームと戦闘服を使用しています。

さらに、組織を設立する基になった法律について知っ
た後、私たちの使命についてもきちんと定義しなければ
ならないと思いました。BAKAMLA の使命は、海上阻止
行動に基づいた海の安全保障のためと、すべての利害関係者 
の相乗効果のためであるパトロールの実施であり、 
海上安全を実現するために利用可能な情報を最大限に 
利用します。私たちはパトロール、企画、そして取りまと 
めを行います。使命遂行には、私たちの処理能力が関わ
っています。そのため私は、隊員たちに優先順位をつけ
るように言いました。まず、CONOP、つまり作戦構想
（Concept of Operation）を打ち立てる必要があります。
基本艦隊には、77 隻の船、29 機のヘリコプター、6 隻の 
海上哨戒機、複数の基地、そして最も重要である司令部が 
必要です。予算がかなり限られていることを知っていた
ので、優先順位をつけ最初に司令センターを建設して 
います。まず単純に、私たちには多くの利害関係者がお

り、規制と法律が必要です。BAKAMLA が最も信頼でき
る情報を提供できるように、任務実行においての指揮の
統一だけではなく、努力の統一も大切だと考えました。

次に、私たちは最初の沿岸警備隊をどこに配置す 
るかについて話し合いました。そして、戦略的に重要
な場所であるコマンドセンターに 2 つ配置することに
しました。例えば、インドネシアには、世界で 9 つ 
のチョークポイントのうちの 4 つがあります。さらに、 
セキュリティを保証するために4つの補助線や、他 
の戦略的な地点もあり、合計 21 の沿岸警備隊のステー
ションを持っています。

インドネシアは長い海岸線を有しています。各所に
沿岸警備隊の基地を置くことはできません。各所に 
基地を置けば非常に費用がかかります。ですから 
優先順位が変わるごとに移動できるような、移動式の警
備隊ステーションが必要なのです。いくつかの領域に設
備を移動し、別の領域は差しあたって無視するのです。 
最初に重要なのは、違法行為を検出して阻止するために、 
監視機能を確実にすることです。もちろん、 
法執行と海上阻止行動においての支援も必要です。 
これらが、今後私が優先する事項です。

フォーラム：あなたが接する組織や機関は主にど
こですか？ 

タウフィックロフマン中将：1 つ目は海軍です。彼ら
にはすでに設備資産があり、十分に訓練された人材を持
っています。私たちは海軍と密接に協力しています。 
さらに法執行については警察と緊密に協力しており、ま
た、BNN（National Anti-Narcotics Agency of the Republic 
of Indonesia, あるいは Badan Narkotika Nasional）、運輸
省、漁業者などとも提携しています。しかし、主には 
海軍と警察です。BAKAMLA には、海上で法執行活動を 
行っているさまざまな機関で相乗効果を生み出すとい 
う課題と、それを実現する機会が与えられています。 
状況を改善するために、すでに BAKAMLA は海上保安 
法案の批准をインドネシア議会に提案しています。 
この法案が可決されれば、さまざまな機関の調整において 
の BAKAMLA の役割はさらに増すでしょう。

フォーラム：BAKAMLA の国際的な連携への取り組
みについて教えてください。

タウフィックロフマン中将：BAKAMLA は、既存の
共同活動と、能力開発の取り組みを改善することによっ
て、東南アジアの連携を支援しています。そのため、 
海洋の安全を高めるための海事問題に関するトレーニン
グ、ワークショップ、セミナーといった情報と知識の 
交換を行っています。今後は、米国、ASEAN 
(東南アジア諸国連合）諸国との連携も強化していきま
す。これによって、これらの国々と、能力開発、トレー 
ニング、教育、情報および知識の共有において協力する 
ことができます。さらなる改善が必要なのは、地域レベル 
および多国籍レベルでの連携です。例えば、南シナ海 
など、現在世界的に注目されている特別な問題のための
沿岸警備隊シンポジウムなどが含まれます。海洋安全保
障に対する世界的な脅威は、すべての人が共有する問題 
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です。そのため、問題を個別に解決することは 
難しく、解決策を見つけるためには 
国際協力が必要なのです。

フォーラム：能力やパフォーマンスを
上げるために、どのような国際機関と
連携していますか?

タウフィックロフマン中将：米国沿岸
警備隊は、経験という点では一流ですが、
その特性と課題は私たちとは違います。 
米国は、群島であるインドネシアとは大きく 
異なるからです。そのため、私たちはギリ
シャのような他の沿岸警備隊についても 
学びました。ギリシャは、ヨーロッパでは 1 
番多い 9,000 の島からなり、その点で 
インドネシアと似ています。さらに、 
フィリピン、韓国、日本についても学びました。 
私たちは、群島という複雑な沿岸警備隊機能 
の恩恵を受けています。私たちはお互いか
ら学ぶことができます。

最初の課題は、インドネシアの戦略的
地位と地理的な配置です。インドネシア
は、4 つのチョークポイントと、複数の
シーレーン（海上交通路）を持っていま
す。私たちは、UNCLOS（United Nations 
Convention on the Law of the Sea：国連海
洋法条約）の批准の下で、海の安全な通 
過のための警備体制を整えなければならず、 
それが物事を複雑にしています。2 つ 

目の課題は、世界的な観点での戦略環境 
の柔軟性です。それを実現するには、イン
ドネシアが地域の重要国と交流し、影響を
与えるだけの力を備えていることが必要で
す。次の課題は領土です。多くの国の間に
多くの境界線があり、いくつかは議論の種
になっています。こういった問題は国家間
の摩擦に繋がります。私たちは、海上で 
危険な判断が起こってしまう事を避けるため 
に、地域の沿岸警備隊の司令官と話し合い
ましたが、こういった試みによって、国と
国との良好な関係を築くことができると思
います。最近の例をあげると、2019 年 7 月
に 6 隻のベトナム漁船の侵入があったので
すが、船が係争地域に入った直後、2 隻の
沿岸警備隊船が接近しました。私は、まず
船が我々の領域に入るのを阻止するように
命じました。そして、彼らにここが係争海
域である事を告げ、この海域以外で漁獲を
行うように助言するように伝えました。 
さらに私たちは、ベトナム沿岸警備隊を呼び 
寄せ、海上で話をしました。彼らは私たち
に同意し、その海域から北の方へ船を撤退
させました。緊張が高まらないようにする
方法はあるのです。その後、私たちは彼ら
がベトナムの伝統漁業の船であり、 
そのため地図も GPS も持っていないか、
あるいは正しい位置を把握しておらず 
他国の海域に入ったとは思っていなかった
可能性があると気づきました。

シンガポール海峡での合
同訓練演習中に、米国沿
岸警備隊の Stratton 船に
乗る、インドネシア海事
安全保障機関の乗船チー
ムメンバー。
ラビ・リード（LEVI READ）一等兵曹/米
国沿岸警備隊
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フォーラム：これらの対立を回避する 
方法について話し合うため、海での会議に加えて、 
国際会議や地域会議にも参加していますか？ 

タウフィックロフマン中将：私たちには、 
HACGAM（Heads of Asian Coast Guard Agencies 
Meeting：アジア海上保安機関長官級会合）と呼ばれる
組織もあります。上記のような問題について議論し、
協力する方法について話し合います。また現在、 
メンバーたちは他国との共同訓練も行っています。最近で 
は、BAKAMLA が初めてインドでの計画合同演習に 
参加したほか、ジャカルタでは、韓国の沿岸警備隊や、 
また 8 月にはアメリカの沿岸警備隊が、インドネシアで
の CARAT（Cooperation Afloat Readiness and Training：
協力海上即応訓練）に参加するために、沿岸警備船
の Stratton を派遣しました。また、私たちは、オース
トラリア国境軍との共同パトロールも実施していて、
それぞれ、一隻ずつ船を派遣しました。2019 年 10 月に
は、共同パトロールだけでなく、より多くの共同業務
を行い、より多くの国を訪問したいと思っています。

フォーラム：現在どの国で国境警備を行ってい
ますか？ 

タウフィックロフマン中将：正式な国境警備は 
オーストラリアだけですが、ベトナム沿岸警備隊とも
非公式な警備を行っています。海上で交流する 
事により、対立を避けることができます。私は彼らの船を 
すぐ近くまで呼びます。そうすれば指揮官同士が直接会 
って問題や解決方法を話し合えるからです。これが 
オペレーションとしては一番良いやり方だと思います。

フォーラム：BAKAMLA が取り組むインドネシアの
安全保障上の最大の懸念事項は何だと思いますか?

タウフィックロフマン中将：最優先事項は、 
海上交通路 (SLOC) を確保する事で、次に UNCLOS 
(国連海洋法条約）の群島航路義務を遵守すること 
です。また、私が管轄する区域の海上で、秩序を 
保つことも優先すべき点です。そして、最後に、特に 
海上での国家主権を維持する事です。IUU（illegal, 
unregulated and unreported fishing：無規制の違法漁
獲）に関しては、大統領の権限で水産省主導のタス
クフォース 115 をサポートしています。彼らをサポー 
トすれば、それが私たちの取り組みとの相乗効果と
なるからです。また、私は海軍で戦闘・艦隊司令官
として過ごした経験を彼らに語っています。例えば、 
彼らがタスクフォースを始めたとき、彼らには 
作戦を行うという概念がありませんでした。しかし
私は作戦についてはよく知っています。

フォーラム：南シナ海について、行動規範や、
すべての国が国際ルールによる秩序を守ること
の重要性について話していただけますか？ 

タウフィックロフマン中将：南シナ海には、ベト 
ナム、マレーシア、フィリピン、ブルネイとの国境があ 

シンガポール海峡で、米国沿岸警備隊の Stratton 船と共
に航行する、インドネシア海事安全保障機関の KN Tan 
Jung Data 船（左）。
ラビ・リード（LEVI READ）一等兵曹/米国沿岸警備隊
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ります。ここでは、UNCLOS 外の行動が必要です。 
つまり九段線の問題です。私たちの経済圏にとっては重要 
な問題です。それでも私たちは、法的な UNCLOS に属
しています。緊張状態はしばしば起こりますが、そうい
う時は、司令官としての経験を呼び起こします。南シナ
海では多くの深刻な挙動がたびたび報告され、私たちは
警備隊を派遣しています。今までいくつかの船舶を阻止 
しましたが、その一部は中国の沿岸警備隊でした。彼ら 
は「ここは中国の漁場領域である」と言いました。そこで 
私は、「中国の伝統的な漁場領域については知らな 
いが、UNCLOS では漁場域ではなく漁業権として 
制定している。漁業権に関する限り、私たちは国々の間
で公式の協定を結んでいる。」と答えました。インドネ
シアとマレーシアに関しては、古代から、インドネシア
の海域で多くのマレーシアの漁船が漁獲をしていました
が、彼らは現在 UNCLOS に合意しているので問題はあ
りません。伝統的な漁場領域という主張は承認できませ
ん。私たちはあくまで UNCLOS に則り、法執行の観点
から、地域の阻止活動を行っています。

フォーラム：なぜ他の東南アジア諸国や米国との
協力が重要なのですか？ 

タウフィックロフマン中将：戦闘グループ司令官とし
ての私のソマリアでの経験を振り返ってみましょう。民間
商船がソマリアの海賊に襲われた時、私は戦闘グループの
司令官でした。大統領は任務隊を送ることを決定し、話し
合いの後、私が隊を率いることになりました。大統領は、
私の 2004 年の経験について知っていたからです。（私は
アメリカ太平洋軍の司令官が、トーマス・ファーゴ大将だ
ったのを覚えています。ファーゴ大将は、米国が SLOCを
形成するために資産提供をしたファーゴ政策で知られてい
ます。）私は司令官として、マラッカ海峡に出向いて、 
作戦の助言をする許可を海軍長官に求めました。2004 年に 
は、ハイジャックがマラッカ海峡で大きな問題になりま
したが、2004 年以前は人質を解放することについては大き 
な成功がなかったのです。航空機については成功もありま
したが、船舶ではゼロでした。私はそれに気づいてから、
指揮官としてすぐに行動しました。夕方の 5 時に事件の情

報が入り、正確な場所も把握していました。5 時間後には
私たちは計画をまとめ、午後 11 時に、解放作戦を実施す
るために特殊部隊を呼び出しました。しかし、当時はまだ 
特殊作戦という概念はありませんでした。後退するか進む 
かは私の選択でした。私はリスクを取り、自身のチーム 
を使って実行することを選びました。私は 2 つの 7 人編成
チーム、つまり合計 14 人を率いていました。ハイジャック犯 
は 5 人で、36 人の人質がいました。私たちは状況を把 
握し追跡と分析を行いました。午前 1 時、攻撃を開始する
好機がありました。本当に接近戦でした。それほどの 
接近戦の準備をしていなかったので、AK-47S を使用しまし 
た。1.5 メートルで 7.62 口径の AK-47 を使用した場合、 
命中すれば人の頭を吹き飛ばせます。5 人のハイジャック犯 
は全員確保しました。作戦は、4 つの理由で 100％ 成功と
言えるものでした。第一の点は、36 人の人質全員を無傷で
解放したことです。第二の点は、ハイジャック犯全員を 
制圧したことです。第三の点は、船舶設備の損失をゼロとし 
たことです。そして最後の点は、銃撃戦で兵の死傷者を出
さずに無事に船を取り戻したことです。作戦の成功後、 
すぐにジャカルタに来るようにと海軍長官に呼ばれました。 
私がジャカルタに行くと、すべての将官がそこにいて、 
長官は私に作戦の結果を簡単に説明するように言いました。 
最初に考慮すべきことは、ファーゴ大将の教義です。成功
した場合は、それを基礎とする。失敗した場合は、再設計
する。私がそう説明すると、海軍長官は「無茶だ」と言い
ました。私は「その通りです。無茶をしなければ勝てま 
せんから。」と答えました。

そのような経験がを踏まえて、2011 年に大統領は 
私をソマリアでのタスクフォースグループの司令官に
選んだのだと思います。その後、私は救出作戦におけ
るソマリア海賊への対応法についてまとめました。 
そして、大統領の自宅から電話がありました。大統領府 
から、軍がタスクグループを率いるための最低ランク
の 11 の要旨を送った事を聞きました。軍はさらに他の
勧告を求めましたが、それに対して政府は、艦隊訓練
司令官として 1 人の無鉄砲な大尉が居ると伝えました。
そして、私は大統領に呼ばれました。彼らは (30 分ほど 
の) 短い説明をした後、私にシンプルな命令を出しまし 
た。明日ソマリアに発つように、と。私はその時 
ソマリアの緊急事態に対する対応策が存在しないこと、 
また状況についての確かな情報もないことを知りまし
た。補足情報を得るため、米国第 7 艦隊での知人であ
る U.S. Seal 小艦隊司令官を含めた何人かの同僚を呼び
ました。翌日の日没にソマリアへ出発する予定でした
が、私はその前に収集可能なすべての情報（実際に情
報はほとんどなかったのですが）それに基づいて計画
を立てました。出発後、道中でも何とか計画を練ろう
としましたが、ソマリア盆地に着いた時、タスクフォ
ース 151 の他にも、タスクフォース 550 と 552を含む 
多くの既存の部隊があり、またロシアと中国からの独立 
した配備もあるのだと気づきました。到着したとき、
私が思ったことはたった 1 つで、いったいこの小型の 
フリゲート艦の意味は何であり、私たちの義務は何だっ 
たのか?ということでした。私は、国から依頼された 
国家の仕事のために来たことを告げました。タスクフォ 
ース 151 の司令官で准将である、シンガポール海軍の 
ハリス・チャン（Harris Chan）が私の船にやって来て、 

インドネシア海域を巡回する BAKAMLA のボート。
インドネシア沿岸警備隊
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計画の変更のためのたくさんの情報を提供
してくれました。地域のすべての当局から
許可と支援を得た後、任務はデュタ・ 
サムドラ（Duta Samudra）タスクフォースによ 
って成功に終わりました。

この経験で得た重要な教訓は、私たち
全員が海洋の安全に関連する同じ脅威と 
問題を抱えているということです。これらの 
問題を、個別の国で解決することは不可能
です。だからこそ、領域内の国同士の協力
を強化する必要があります。他国の海上保
安担当者と直接交流することが出来れば、
円滑な協力が実現するのです。 

フォーラム：デュタ・サムドラ・ 
タスクフォースの指揮から、何か他にも 
見識は得ましたか？ 

タウフィックロフマン中将：インドネ
シア大統領から権限を与えられた後、私
は最初に、それまでインドネシア海軍が
行ったことのなかった長距離 
作戦の訓練を、私自身とタスクフォー 

スに対して行いました。ソマリア海賊に
人質に取られた MV Sinar Kudus の乗組員
を解放するためには、インドネシアの 
管轄権のはるか外側で、人質救出作戦 
を行う事が必要でしたが、当時の 
インドネシア海軍にはそのような対応案
がなかったのです。これは大きな課題 
でした。そこで私は、作戦が実行される
地域への航海の時間を利用して、自分 
の指揮下にある部隊について慎重に 
見極め、訓練して作戦に備えました。また、 
人質救出を成功させるために、他の機関
との調整も継続的に行いました。そして
現地に入ると、私は海軍での自身の経験
だけでなく、デュタ・サムドラ・タスク
フォース内で様々な人から受けた訓練の
記憶もすべて呼び起こしました。作戦を
支援する上で、この地域の多国籍タスク
フォースとの協調も大きな役割を果たし
ました。全能の神の導きと保護により、
海賊への攻撃と MV Sinar Kudus の乗組員
の救助は海賊を除いては、死傷者なしで
行われました。o

インドネシアのバタムに
停泊している間、 
米国沿岸警備隊
の Stratton 船の指揮官 
であるボブ・ 
リトル（Bob Little） 
大尉を訪問する、インド
ネシア海事安全保障機関
の KN Tan Jung Data 船の
指揮官であるニョト・ 
サプトナ(Nyoto 
Saptona）大尉(左）。 
ラビ・リード（LEVI READ）一等兵曹/
米国沿岸警備隊
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世界の展望IPDF

中国、フランス、ドイツ、ロシア、イ
ギリス/英国、および米国を含む 19
ヵ国の科学者たちは、2019 年 9 月
に 1 億 5,800 万ドルの遠征に乗り出

し、世界で最も生存に適さない厳しい地域のうち
の1 つで共同研究をした。科学機器を満載したドイツ
の砕氷船 RV ポーラーシュテルン（RV Polarstern）
(写真）が、ノルウェー北部のトロムソーの港を出
港しロシアの船を引き連れて、北極圏に基地を設
置するのに好適な大きさの流氷を探した。

日が短くなると海が凍結するので、ポーラーシ
ュテルンはゆっくりと北極に向かって漂流し、何
十人もの科学者からなるチームが交代で 2 ヵ月を費 
やして氷の研究を行っている。

海氷物理学者のステファニー・アーン
ト (Stefanie Arndt）氏は、暗闇が最大の課題になるで
あろうと言う。 「誰もが風邪を心配しているが、
何も見えないという心理的側面や、ホッキョクグ
マが生息していることを過小評価してはならな

い」とコメントしている。
そのような遭遇に備えるために、北極気候の 

研究を目的とする学際的漂流観察（MOSAiC）に
取り組む科学者たちは、銃器訓練に参加した。

2020 年 2 月中旬にそのミッションに参加する
予定のアーント氏が述べるには、MOSAiC の利点
は、研究者が季節周期全体にわたり北極圏のプロ
セスを観察できることにあるとのことだ。「特に
興味深いのは、冬から春への移り変わりです」と
彼女は言う。一般的には氷が厚く、船が中央北極
に到達できない時期だ。

雪の密度や大きさやタイプの変化を記録するこ
とで、科学者はエネルギーの流れをよりよく理解
できるだろう。光によるエネルギーは藻類の成長
と海の温度に影響し、海氷が下からどれほど溶け
るかに影響する。このような複雑なプロセスを 
理解することは、科学者が天気と気候を予測するの 
に使用するコンピュータモデルにとって不可欠で
ある。AP 通信社

	 氷原に出て 
北極の周期を研究する科学者

北極
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公共放送局である NHK の報道
によると、日本は東シナ海の 

島々やその他の遠方の島々の防衛
を強化するため、自動小銃を 
装備した特別警察部隊を設置して
いる。東シナ海の領有権を 
めぐっては、日本と中国は長い間
対立してきた。 

警察は、争点となっている
露頭から東に 420 キロ離れた
沖縄の南島を拠点としている
が、この島は日本によって 
管理され、日本では尖閣諸島、
中国では釣魚島として知られ
ている。 

「武装勢力の不法上陸など
を想定して、サブマシンガンを
装備した高度な訓練を受けた 

隊員が配備されることになるだろ 
う」と NHK は報道している。 

同局によると、日本軍と 
海上保安庁は尖閣諸島周辺で態勢
を強化しているが、警察が 
同地域に防衛部隊を設置するのは初
めてだという。 

警察庁は、年間予算要求
で、離島への対応能力を高め 
るために、沖縄県と南部の 
福岡県に 159 人の警官の増員を 
求めた。 

日本と中国の関係は長い
間、この島の紛争によって緊張
したままだ。 
ロイター

列島を守るための

警察部隊 
を編成

中華人民共和国のハイテク中心地ある杭州に
は、政府高官に e-コマースの巨大企業であ
るアリババ（Alibaba）を含む 100 社の民間
企業と協力する計画があり、この動きは国

家の 
役割の拡大に対して懸念が生まれる可能性がある。

この段階は、中国政府と中国共産党当局が民間部門
と深く統合されつつあることを示している。

アリババ・グループ・ホールディング・リミテッド
(Alibaba Group Holding Ltd）の本拠地がある杭州市
は、浙江省東部の 100 社の地元企業と協力する 
政府関係者を指名すると、現地政府はそのウェブサイトで 
発表した。

製造業振興策として提出されたこの指名には、 
対象となる 100 社の名前は記されていないが、 
国営メディアの報道によると、アリババ社と自動車 
メーカーのジーリー・ホールディンググループ 
 （Zhejiang Geely Automobile Holdings Ltd）が影響を 
受けるという。アリババ社は、この計画によって 

自社の事業が干渉されることはないと述べた。
「この取り組みは理解している...杭州に拠点を置く

企業を支援してより良好なビジネス環境を育てること
が目的だ。政府代表は民間部門への橋渡しとして機能
し、会社の業務に干渉はしないであろう」と、 
アリババ社は声明で述べた。 

中華法系は長い間にわたり、外国企業を含む民間企
業に正式な党組織を設立することを求めてきた。

このようなグループは、かつては大部分が象徴的な
ものとされていた。しかし、ここ数年、外国企業の 
幹部らが言うには、党の代表者らが事業運営にもっと
影響力を持てるようにすべきだと強い圧力がかかってい 
るとのことだ。ロイター

AFP/GETTY IMAGES

中国政府がトップ企業に

潜入

日本

中国
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ドローン・キラー 
米国海兵隊は 2019 年 7月、軽・海洋防空統合 
システム（LMADIS）と呼ばれる新しい指向性
エネルギー兵器を使用して、米国海軍の攻撃艦か
ら 1,000 メートル以内に接近して警告を無視した 
イランの無人航空機を撃墜した。LMADIS は 
無線信号を発信してドローンとその基地間の通信を妨害 
するように設計されているが、メディアの報道に
よると、この撃墜ではドローンの回路を破壊した
という。

元海軍作戦部長補佐のブライアン・クラーク
(Bryan Clarke）氏は、ワイアード（Wired）誌に対
し、「商業的に購入できるドローン・ザッパーとさ
ほど変わりはない」と述べている。「高出力で 
動作周波数も広い。狭い周波数範囲で非常に高い出力 
を使用することも、広い周波数で低い出力を使用す
ることもできる。」とコメントしている。

LMADIS には、MRZR という特殊なポラリス 
社の全地形万能車が2台搭載されている。1 台目 
はコマンド・ユニットとして機能し、2台目は 
センサーと信号ジャマーを備える。オペレーター
は、MRZR が収集したセンサー・データを 
翻訳処理し次に無線周波数を発信して、 
ドローンとその基地間を遮断することができる。 

米軍は、ドローンや巡航ミサイルを妨害でき 
る他の電子戦システムをテスト中だ。例えば 
米国空軍は、2019 年 6 月に戦術的高出力マイクロ波 
運用応答機（THOR）をテストした。最終的に
は THOR は 1 回の発信でドローン群を撃墜すると
いう。

海兵隊の戦闘で実証された LMADIS は、 
これまでの能力を上回っている。この無線兵器は
大砲よりも安価で、レーザー兵器のように正確な
照準設定や光学照準設定が不要であると、 
クラーク氏は述べている。

AI 戦闘機
人工知能（AI）は、シミュレーションでの空中戦
で、チェスの名人や、軍のプランナー、さらには
人間のパイロットをも凌駕している。 

 「AIシステムは、シミュレーションの空対空戦闘 
で、経験豊富な軍のパイロットよりも優れてい
る」と、キングス・カレッジ・ロンドン（King’s 
College London）のケネス・ペイン（Kenneth 
Payne）氏は、2019 年 8 月に雑誌 エコノミスト 
(The Economist）に語った。

しかし、米国防省高等研究計画局（DARPA）
は、人を信頼するようにコンピューターを信頼 
できるよう兵士を訓練することによって、AI を 
コックピットにおける次の段階に引き上げたいと考 
えている。DARPA は、その空中戦闘演習（ACE）
プログラムを通じて、一層複雑化する戦闘機 
パイロット操作のために米国のパイロットに AI を
信頼させたいと考えている。フェド・スクープ
(FedScoop）のウェブサイトによると、 トップ・ 
ガンなどの映画を通じて、「メディアは、人間の
創造性とビジョンの頂点に空中戦を掲げているよう 
だが、実際にはむしろ空中戦はかなり解決しやす
い課題だ」と、DARPA の ACE プログラム・マネ
ージャーである米国空軍のダン・ジャヴォルセク

展望
未来の戦闘空間

メディア＆テクノロジーIPDF
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(Dan Javorsek）中佐は 2019 年 7 月の会議で述べてい
る。そのため、DARPA は、素晴らしい信頼関係を
構築する出発点として人間と機械の協調的な 
空中戦を捉えている。

「無人システムと共に戦う有人プラットフォーム
を含む戦争の未来に向かう上で、自律性を信頼できる
ことが不可欠だ」と、ジャヴォルセク氏は DARPA の
リリースで述べている。「視界内の空中戦の際に AI が
一瞬の操縦を行い、多数の無人システムを組み合わせ
て圧倒的な戦闘効果を生み出すことで、パイロットの
安全性と効率性を維持できるようになるだろう」と。

このようにして、ACE は米軍の訓練パイロット
が戦闘マネージャーになり、主として有人システム
から、迅速に開発、配備、更新が可能な有人シス 

テムと費用のあまりかからない無人システムの組み
合わせへと移行する一助となって、進化する脅威に
対処する。

空中戦は、動作は非線形であるが、飛行力学の 
範囲内で測定可能な目標と結果を動的に提供するため、 
高度な戦術的自動化には理想的である。人間の 
パイロット戦闘訓練と同様に、AI 性能の拡大は、自律型航空 
機内における戦闘機の教官パイロットによって綿密に
監視され、技術と戦術を共進化させるのに役立つ。

「人間のパイロットによって、AI アルゴリズムが
有界で透明であり予測可能な動作の処理に信頼でき
ると確信されて初めて、一連の戦闘シナリオは困難
さと現実性を増すことになるだろう」とジャヴォル
セク氏は言う。FORUM スタッフ

軽・海洋防空統合システム 
上等兵ダルトン・スワンベック氏/ 
米国海兵隊

第 5 世代機を搭載した米国
空軍の F22 ラプター・ステ
ルス戦闘機 2 機が、グアム
のアガフォ・グマス近くに
あるアンダーセン空軍基地
の近くを飛行する。
ロイター/米国空軍/曹長ケビン・J・グルエ
ンヴァルト氏
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世界保健機関（WHO）は 2019 年 8 月下旬に、
ヒトの遺伝子操作の研究を追跡する世界的な
登録機関を作ると発表した。WHO 委員会はま
た、2018 年に中華人民共和国で双子の女児の 
遺伝子操作に使用された生殖細胞系ゲノム編集の 
研究を全て中止するよう求めた。

「新しいゲノム編集技術は、かつては 
治療不可能と考えられていた病気に苦しむ 
人々に大きな期待と希望をもたらしてい

る」と、WHO 事務局長テ
ドロス・アダノム・ゲブレ
イェソス（Tedros Adhanom 
Ghebreyesus）氏はジュネーブ
の WHO ゲノム編集監視委員会
で語った。

「一方で、こうした技術利用
の中には、倫理的、社会的、 
規制的、技術的に過去に類を見な 
い課題を突き付けているものも
ある」とつけ加えている。

中国の科学者賀建奎（He 
Jiankui）氏は 2018 年 11 月
に、表向きは HIV に感染する
のを防ぐために、分子バサミ

を使って中国南部の双子の 
少女の DNA を改変したと発表した。

彼はその後大学を解雇され、警察の捜査を受
け仕事を止めるよう命じられた。

彼の発表は、未試験の手順が非倫理的で潜在
的に危険であるという科学者から世界的に反発
され、WHO は 2018 年 12 月にこの問題を調査す
るために専門委員会を設立した。約 30 ヵ国が、
臨床用途の生殖細胞系編集を直接または間接的
に全面的に禁止する法律を制定している。

WHO のゲブレイェソス氏は声明の中で、
各国はヒト生殖細胞ゲノム編集についての 
これ以上の研究を「技術的・倫理的な問題が適切 
に考慮されるまで」許可すべきではないと 
強調した。

WHO は、18 人からなる専門委員会の勧告を
受け入れ、登録機関の初期段階として生殖細胞
系および体細胞系の臨床試験を含める計画を 
発表した。

体細胞突然変異は単一の体細胞で起こり遺伝
しないが、生殖細胞変異は子孫に遺伝する。
フランス通信社

インドは 2019 年 9 月中旬に電子たばこの販売を禁止
し、若者の間の「流行」に警鐘を鳴らした。当時の 
禁止措置は、健康への懸念から電子たばこに反対する、 
世界的に最も大きな動きとなる可能性があった。

この禁止令は、世界中で喫煙者数が減少している
中で、電子たばこメーカーの将来の巨大な市場を絶つ
ことになる。 

「この新しい製品は見た目も良く味も多種で、 
先進国では、特に若者や子供の間で爆発的に使用が増
加し流行が広がっている。」とインド保健省は述べ
た。

電子たばこの製造、輸入、宣伝も禁止されるが、
使用は禁止されない。同時に他の国々でも、電子たば
こに対する監視が強化されつつある。

米国は 2019 年 9 月、味付き電子たばこを店頭から
撤去する計画を発表し、甘い味が何百万人もの若者を
ニコチン中毒に引き込んでいると警告した。

インドでの禁止は行政命令によって実施され、 
違反者には 3 年以下の懲役が科される。

インドには 1 億 600 万人の成人喫煙者がおり、 
世界では中国に次いで 2 番目に喫煙者が多いため、 
米国系のジュール（Juul）や、加熱式たばこ装置を製造 
するフィリップ・モリス（Philip Morris）など、電子
たばこ製品を製造する企業にとっては大きな市場で
ある。

ナーマラ・シサラマン（Nirmala Sitharaman）財務
大臣が記者会見で禁止令を発表し、USB フラッシュ 
ドライブに似たジュールの電子たばこ装置等、様々な
種類の製品をメディアに示した。

電子たばこの世界市場はまだたばこに比べて
小さいが、急速に成長している。ユーロモニター
(Euromonitor）によると、2018 年の世界のたばこ売上高 
は約 76 兆 5,760 億円（7,130 億米ドル）以上だっ 
たが、電子たばこ製品は約1兆 6,861 億円（157 億米
ドル）だった。2023 年までに、電子たばこ部門は倍
以上の約 4 兆 3,000 億円（400 億米ドル）になると予
測されている一方で、たばこはわずかに減少すると 
見られている。ロイター

インド、電子たばこを禁止WHO 
遺伝子研究登録
機関を設立へ

健康と医学IPDF

テドロス・アダノム・
ゲブレイェソス事務局
長  AP 通信社
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デング熱は、その予防と削減の取り組みに関する協力が強化さ
れたにもかかわらず、2019 年に世界中で急増した。世界保
健機関(WHO）のデータによると、この病気が流行している

東南アジアでは、症例数は前年の 2 倍以上に増えたという。アメリカ
インド太平洋軍(USINDOPACOM）の軍医局（Surgeon’s Office）に
よるとバングラデシュ、香港、インド、ネパール、スリランカ、東テ
ィモールのほか、パラオ、ツバル、バヌアツなどの太平洋諸国も大規
模な集団発生に見舞われた。

インド太平洋地域に配備された兵士らは、2020 年、このよ
うな蚊が媒介する病気から身を守るために警戒する必要があ
る。USINDOPACOM の軍医局によると、軍人が戦闘、訓練、人道支
援活動に従事しているかどうかに関係なく、このウイルスによって軍
人の健康と任務が危険にさらされる可能性がある。

米国陸軍公衆衛生局（U.S. Army Public Health Center）
（APHC）の昆虫科学部門によると、「マラリアや、デング熱、ジカウ
イルス、黄熱病、西ナイル熱、リーシュマニア症、ペスト、ツツガム
シ病、ライム病、その他多くのダニや昆虫が媒介する病気は、依然と
して世界中の軍隊に重大な健康上の脅威をもたらし続けている」とコ
メントしている。例えば、多剤耐性マラリアの症例も、2019 年に東
南アジアで急増しており、インド太平洋地域の関係者に新たな脅威を
もたらした。

この地域でデング熱が再び流行したのは多くの要因があるが、お
そらく都市化が急速に進んだり、飛行機での旅行が増えたこと、劣悪
な衛生状態や、蚊の新たな繁殖地が生まれる非生分解性プラスチック
の使用と廃棄が増えたこと、蚊の個体数を増加させた気象パターンの
変化などが考えられると、USINDOPACOM の軍医局は述べている。

USINDOPACOMは、米国国防総省（DOD）の防虫システムを
利用し、昆虫に関連する病気のリスクや不快感を安全に減らすよう
米軍兵士に奨励している。APHC によると、この DOD のシステム
は、工場または現場でペルメトリン防虫剤による処理をユニフォー
ムに施されなければならないという。すなわち、袖を下にしてユニ
フォームをきちんと着用し、ズボンをブーツの中に入れ、下着をズ
ボンの中に入れる。露出した皮膚を DEET、ピカリジン、IR3535 の
防虫剤で治療する。そしてペルメトリン処理済の蚊帳で寝るというの
だ。米国疾病予防管理センター（CDC）は、DEET の有害性につい
て根拠のない主張がインターネット上で広まっているにもかかわら
ず、DEET を安全でよく研究された製品として推奨している。詳細に
ついては、https：//www.cdc.gov/malaria/toolkit/deet.pdf を参照
のこと。

一部の昆虫媒介性疾患では、ワクチンと予防薬が承認されている
ものもある。APHC によると、たとえばマラリア感染地域に配備また
は駐留している軍人には、抗マラリア薬が処方される可能性があると
いう。適切な薬やワクチンについては、医療提供者に相談するべき
だ。FORUM スタッフ

蚊よけ

ペルメトリン処理済の 
ユニフォーム

+

+

+

DEET またはピカリジン 
皮膚に塗布

適切に着用した 
ユニフォーム

ペルメトリン処理済の蚊帳
出典：米国国防総省

昆虫忌避剤システム



東南アジアでの新しい薬剤耐性株の出現によっ
て、致命的な病気を世界規模で一掃する努力が損
なわれる可能性があるため、NASA はミャンマーでの
マラリア発生を宇宙から予測する新しい手法を開
発している。

2019 年 9 月にランセット（Lancet）医学ジャー
ナルに発表された報告書によると、2050 年までに
世界中のマラリアを一世代で撲滅するという目標
は、「大胆ではあるが達成可能」ということだ。

世界保健機関 (WHO) の統計によると、2010 年
から 2017 年の間に、ミャンマーにおけるマラリア
の症例数と死者数は 90% 以上減少したが、これは
主に農村地域の保健サービスの改善と処理済みの蚊
帳の普及によるものである。

しかし、同国はメコン地域の隣国よりもマラリ
アの有病率が高い。

東南アジア全域ではいくつかの薬剤耐性株が定
着しつつあり、90% 以上の症例が世界規模で発生
しているアフリカにこれらの株が移動するかもし
れないと懸念されている。 

このような脅威に対抗すべく、NASA は最先端
の空間技術を導入して、マラリアの大流行を未然
に防ぐ対策を講じていると、科学者の 
タチアナ・ロボダ（Tatiana Loboda）博士は述べて
いる。米国での山火事発生の予測に、地理空間お

よびリスク・モデリングの専門知識と自らの経歴
を組み合わせて、潜在的なホットスポットを特定
し、医薬品や医療従事者を事前に結集できるよう
にしている。

「多くの人がちょっとした空間モデリングを使
用しているが、ここで行っているような複雑さや
性能ではない」とメリーランド大学ロボダ教授は
述べている。

衛星は、地表面温度や大気中の水分量およ
び、森林、灌木地、集落、水などの土地被覆情
報を含む気象データを提供する。これらのデータ
は、ついで、現地のサンプル母集団を用いて、詳
細な調査を実施する研究者チームによって収集され
た社会経済データと組み合わされる。

このプロジェクトはまだ 3 年目だが、ロボダ氏
のチームはすでに森林破壊率と病気との間に高い
相関関係を見出している。

いまだ証明されていない理論とは、これらの地
域は伐採地、鉱山、プランテーションが点在して
いることが多く、不均等な数の移住労働者や季節
労働者が居て、新種の寄生虫を持ち込むというも
のだ。

メリーランド大学の研究チームは、地元政府や
軍の科学者と緊密に協力して、民間人と軍隊から
それぞれデータを収集している。フランス通信社 

NASA が 
ミャンマー向けのマラリア予測技術を開発
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最後の写真IPDF

足並みを 
揃えて

英国からの独立 73 周年を 2 日後に控えた 2019 年 8 月 13 日、アムリトサル (Amritsar) で 
開催される独立記念式典の予行演習に、インド陸軍のオートバイ実演舞台「デア・デビルズ 
(Dare Devills) 」のメンバーが参加した。デア・デビルズはインド軍「通信部隊（Corps of Signals）
」のボランティア戦闘支援部隊であり、ニュースウェブサイトのエコノミック・ 
タイムズ (The Economic Times) 紙によると、304 人のライダーと 13 台のバイクからなる世界最
大のオートバイピラミッドで打ち立てたギネス世界記録をはじめ 24 の世界記録を保持している。

写真：アデック・ベリー（ADEK BERRY）| AFP/GETTY IMAGES
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